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(57)【要約】
【課題】視野角コントラストのみならず正面コントラス
トが改善された液晶表示装置の提供。
【解決手段】第１偏光膜(16)、第１位相差領域(20)及び
第２位相差領域(22)からなる光学補償フィルム(F)と、
第１基板(12)と、電界の印加により光学的等方性から光
学的異方性、または光学的異方性から光学的等方性に変
化する媒質からなる層(10)と、第２基板(14)とをこの順
序で含み、第１位相差領域と第２位相差領域の遅相軸が
互いに直交であり、第１位相差領域のＲｅ（５５０）が
２０ｎｍ以下、第１位相差領域のＲｔｈ（５５０）が２
０ｎｍ～１２０ｎｍであり、第２位相差領域が、配向状
態に固定されたディスコティック液晶化合物を含有する
位相差層を含む液晶表示装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
第１偏光膜と、
第１位相差領域及び該第１位相差領域に接する第２位相差領域からなる光学補償フィルム
と、
第１基板と、
電界の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的等方性
に変化する媒質からなる層と、
第２基板と、
をこの順序で含む液晶表示装置であって、
第１位相差領域と第２位相差領域の遅相軸が互いに直交であり、
第１位相差領域の波長５５０ｎｍの面内レターデーションＲｅ（５５０）が２０ｎｍ以下
、第１位相差領域の波長５５０ｎｍの厚み方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が２
０ｎｍ～１２０ｎｍであり、
第２位相差領域が、配向状態に固定化されたディスコティック液晶化合物を含有する位相
差層を含む液晶表示装置：但し、面内レターデーションＲｅ及び厚み方向レターデーショ
ンは、それぞれ面内の屈折率ｎｘとｎｙ（ｎｘ≧ｎｙ）、厚さ方向の屈折率ｎｚ、及びフ
ィルムの厚さｄを用いて、Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ及びＲｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２
－ｎｚ｝×ｄで定義される。
【請求項２】
第１偏光膜、第１位相差領域、及び第２位相差領域の順で配置されている請求項１に記載
の液晶表示装置。
【請求項３】
第１偏光膜、第２位相差領域、及び第１位相差領域の順で配置されている請求項１に記載
の液晶表示装置。
【請求項４】
前記第２位相差領域のＲｅ（５５０）が、５０ｎｍ～２００ｎｍである請求項１～３のい
ずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
前記光学補償フィルム全体のＲｔｈ（５５０）の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が、４０ｎ
ｍ以下である請求項１～４のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
前記第２位相差領域に含まれる位相差層が、垂直配向に固定されたディスコティック液晶
化合物を含有する請求項１～５のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
前記第２位相差領域の波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６５０ｎｍにおけるＲｅ、Ｒｅ（４
５０）、Ｒｅ（５５０）、及びＲｅ（６５０）が、Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）が１
以上１．１３以下で、Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）が０．９４以上１以下を満足する
請求項１～６のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項８】
前記第１位相差領域が複数の層を含み、該複数の層のうち第２位相差領域に接する層が配
向膜であり、且つ前記第２位相差領域が、ディスコティック液晶化合物及び配向制御剤を
少なくとも含有する組成物からなり、前記配向制御剤が、空気界面側でのディスコティッ
ク液晶化合物のダイレクターの傾斜角度を減じる作用を有する請求項１～７のいずれか１
項に記載の型液晶表示装置。
【請求項９】
前記第２基板のより外側に、第２偏光膜を有する請求項１～８のいずれか１項に記載の液
晶表示装置。
【請求項１０】
前記第２偏光膜と前記第２基板との間に、ポリマーフィルムを有する請求項９に記載の液
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晶表示装置。
【請求項１１】
前記ポリマーフィルムが、波長５５０ｎｍの面内レターデーションＲｅ（５５０）の絶対
値｜Ｒｅ（５５０）｜が１０ｎｍ以下であり、且つ同波長の厚み方向のレターデーション
Ｒｔｈ（５５０）の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が３０ｎｍ以下であるフィルムを有する
請求項１０に記載の液晶表示装置。
【請求項１２】
前記ポリマーフィルムが、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜が１０ｎｍ以下であり、
及び｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜が３５ｎｍ以下であるフィルムを有する請
求項１０又は１１に記載の液晶表示装置。
【請求項１３】
前記ポリマーフィルムが、厚みが１０～９０μｍであるフィルムを有する請求項１０～１
２のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項１４】
前記ポリマーフィルムが、セルロースアシレート系フィルム、環状オレフィン系ポリマー
フィルム、又はアクリル系ポリマーフィルムを有する請求項１０～１３のいずれか１項に
記載の液晶表示装置。
【請求項１５】
前記アクリル系ポリマーフィルムが、ラクトン環単位、無水マレイン酸単位、及びグルタ
ル酸無水物単位から選ばれる少なくとも１種の単位を含むアクリル系ポリマーを含有する
アクリル系ポリマーフィルムである請求項１４に記載の液晶表示装置。
【請求項１６】
前記、電界の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的
等方性に変化する媒質が高安定化ブルー相液晶材料である請求項１～１５に記載の液晶表
示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高分子安定化ブルー相の液晶層等、光学的等方性及び異方性間をスィッチン
グ可能な媒質からなる層を有する液晶表示装置の視野角コントラスト及び正面コントラス
トの改善に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置の液晶セルの材料として、従来のネマチック液晶に代えて、高分子安定化
ブルー相液晶の利用が提案されている（特許文献１及び２）。この高分子安定化ブルー相
液晶は、ブルー相液晶の持つ高速応答性を失うことなく、その発現温度範囲を高分子によ
って著しく高めた新規材料である。高分子安定化ブルー相液晶は、電界無印加状態で光学
的に等方性であるため、配向を制御する必要がない。電界ゼロでレターデーションが無く
、電界印加でレターデーションが誘起される現象を利用する新規な方式で表示を行う。そ
の応答時間は１００μ秒程度であるため、従来の液晶表示素子よりも格段に応答が速い。
また、黒表示時においてレターデーションによる光漏れの発生が無く、広い視野角コント
ラスト（ＣＲ）が得られると報告されている。また、高分子安定化ブルー相液晶に位相差
フィルムを組み合わせ、偏光板による光漏れを抑えて、さらに広い視野角ＣＲを得る方法
が提案されている（特許文献３）。さらに、Ｒｅ及びＲｔｈが所定の範囲の第１透明フィ
ルムと、一軸性又は二軸性等の第２透明フィルムとを液晶セルを挟んで配置することで、
視野角ＣＲを改善することについて提案されている（特許文献４）。当該文献には、第２
透明フィルムの一例として液晶材料からなる光学異方性膜を使用可能であることが記載さ
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２００３－３２７９６６号公報
【特許文献２】ＷＯ２００５／０９０５２０
【特許文献３】特許第４１４７２１７号公報(特開２００５－２０２３８３号公報)
【特許文献４】特開２０１０－０３３０４１号公報（［０１７４］）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、テレビ用表示装置等では、より優れた表示特性が要求される。上記液晶表示装
置については、視野角コントラストは改善されているものの、市場の要求に応じて、正面
方向（表示面法線方向）のコントラスト（正面ＣＲ）をさらに向上させるのは困難である
。
　本発明は、視野角コントラストが改善されているのみならず、正面コントラストが改善
された、光学的等方性及び異方性間をスイッチング可能な媒質からなる層（例えば、高分
子安定化ブルー相の液晶層）を有する液晶表示装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者が鋭意検討した結果、高分子安定化ブルー液晶相を利用した液晶セルと、偏光
膜との間に、ディスコティック液晶の配向を固定して形成される位相差層とともに、所定
の光学特性の位相差領域を所定の関係で配置することで、視野角ＣＲのみならず、正面Ｃ
Ｒも改善できることを見出した。さらに、この効果は、高分子安定化ブルー液晶相を利用
した液晶セルを有する液晶表示装置のみならず、光学的等方性及び異方性間をスィッチン
グ可能な液晶セルを有する液晶表示装置についても得られる効果であるとの知見を得、本
発明を完成するに至った。
【０００６】
　前記課題を解決するための手段は以下の通りである。
［１］　第１偏光膜と、
第１位相差領域及び該第１位相差領域に接する第２位相差領域からなる光学補償フィルム
と、
第１基板と、
電界の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的等方性
に変化する媒質からなる層と、
第２基板と、
をこの順序で含む液晶表示装置であって、
第１位相差領域と第２位相差領域の遅相軸が互いに直交であり、
第１位相差領域の波長５５０ｎｍの面内レターデーションＲｅ（５５０）が２０ｎｍ以下
、第１位相差領域の波長５５０ｎｍの厚み方向のレターデーションＲｔｈ（５５０）が２
０ｎｍ～１２０ｎｍであり、
第２位相差領域が、配向状態に固定化されたディスコティック液晶化合物を含有する位相
差層を含む液晶表示装置：但し、面内レターデーションＲｅ及び厚み方向レターデーショ
ンは、それぞれ面内の屈折率ｎｘとｎｙ（ｎｘ≧ｎｙ）、厚さ方向の屈折率ｎｚ、及びフ
ィルムの厚さｄを用いて、Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ及びＲｔｈ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２
－ｎｚ｝×ｄで定義される。
［２］　第１偏光膜、第１位相差領域、及び第２位相差領域の順で配置されている［１]
の液晶表示装置。
［３］　第１偏光膜、第２位相差領域、及び第１位相差領域の順で配置されている［１]
の液晶表示装置。
［４］　前記第２位相差領域のＲｅ（５５０）が、５０ｎｍ～２００ｎｍである［１］～
［３]のいずれかの液晶表示装置。
［５］　前記光学補償フィルム全体のＲｔｈ（５５０）の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が
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、４０ｎｍ以下である［１］～［４]のいずれかの液晶表示装置。
［６］　前記第２位相差領域に含まれる位相差層が、垂直配向に固定されたディスコティ
ック液晶化合物を含有する［１］～［５]のいずれかの液晶表示装置。
［７］　前記第２位相差領域の波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ、６５０ｎｍにおけるＲｅ、
Ｒｅ（４５０）、Ｒｅ（５５０）、及びＲｅ（６５０）が、Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５
０）が１以上１．１３以下で、Ｒｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）が０．９４以上１以下を
満足する［１］～［６]のいずれかの液晶表示装置。
［８］　前記第１位相差領域が複数の層を含み、該複数の層のうち第２位相差領域に接す
る層が配向膜であり、且つ前記第２位相差領域が、ディスコティック液晶化合物及び配向
制御剤を少なくとも含有する組成物からなり、前記配向制御剤が、空気界面側でのディス
コティック液晶化合物のダイレクターの傾斜角度を減じる作用を有する［１］～［７]の
いずれかの型液晶表示装置。
［９］　前記第２基板のより外側に、第２偏光膜を有する［１］～［８]のいずれかの液
晶表示装置。
［１０］　前記第２偏光膜と前記第２基板との間に、ポリマーフィルムを有する［９]の
液晶表示装置。
［１１］　前記ポリマーフィルムが、波長５５０ｎｍの面内レターデーションＲｅ（５５
０）の絶対値｜Ｒｅ（５５０）｜が１０ｎｍ以下であり、且つ同波長の厚み方向のレター
デーションＲｔｈ（５５０）の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が３０ｎｍ以下であるフィル
ムを有する［１０]の液晶表示装置。
［１２］　前記ポリマーフィルムが、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜が１０ｎｍ以
下であり、及び｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜が３５ｎｍ以下であるフィルム
を有する［１０］又は［１１]の液晶表示装置。
［１３］　前記ポリマーフィルムが、厚みが１０～９０μｍであるフィルムを有する［１
０］～［１２]のいずれかの液晶表示装置。
［１４］　前記ポリマーフィルムが、セルロースアシレート系フィルム、環状オレフィン
系ポリマーフィルム、又はアクリル系ポリマーフィルムを有する［１０］～［１３]のい
ずれかの液晶表示装置。
［１５］　前記アクリル系ポリマーフィルムが、ラクトン環単位、無水マレイン酸単位、
及びグルタル酸無水物単位から選ばれる少なくとも１種の単位を含むアクリル系ポリマー
を含有するアクリル系ポリマーフィルムである［１４]の液晶表示装置。
［１６］　前記、電界の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性
から光学的等方性に変化する媒質が高安定化ブルー相液晶材料である［１］～［１５]の
液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、視野角コントラストが改善されているのみならず、正面コントラスト
が改善された、光学的等方性及び異方性間をスイッチング可能な媒質からなる層（例えば
、高分子安定化ブルー相の液晶層）を有する液晶表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の液晶表示装置の一例の断面模式図である。
【図２】本発明の液晶表示装置の他の例の断面模式図である。
【図３】本発明の液晶表示装置の他の例の断面模式図である。
【図４】本発明の液晶表示装置の他の例の断面模式図である。
【図５】本発明に利用可能な電極の構成例を示す上面図である。
【図６】本発明に利用可能な電極の構成例を示す上面図である。
【図７】本発明の液晶表示装置に入射した偏光状態の軌跡の一例をポアンカレ球上に模式
的に示した図である。
【発明を実施するための形態】
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　以下、本発明の液晶表示装置の一実施形態及びその構成部材について順次説明する。な
お、本明細書において「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数
値を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００１０】
　本明細書において、光学的な軸の関係については、本発明が属する技術分野において許
容される誤差を含むものとする。具体的には、「平行」、「直交」とは、厳密な角度±１
０゜未満の範囲内であることを意味し、±５゜未満であることが好ましく、±３゜未満で
あることがより好ましい。また、「垂直配向」とは、厳密な垂直の角度よりも±２０゜未
満の範囲内であることを意味し、±１５゜未満であることが好ましく、±１０゜未満であ
ることがより好ましい。また、「遅相軸」は、屈折率が最大となる方向を意味する。さら
に、屈折率の測定波長は特別な記述がない限り、可視光域のλ＝５５０ｎｍでの値である
。
【００１１】
　本明細書において「偏光板」とは、特に断らない限り、長尺の偏光板及び液晶装置に組
み込まれる大きさに裁断された（本明細書において、「裁断」には「打ち抜き」及び「切
り出し」等も含むものとする）偏光板の両者を含む意味で用いられる。また、本明細書で
は、「偏光膜」及び「偏光板」を区別して用いるが、「偏光板」は「偏光膜」の少なくと
も片面に該偏光膜を保護する透明保護膜を有する積層体を意味するものとする。
【００１２】
　また、本実施形態の説明において「分子対称軸」とは、分子が回転対称軸を有する場合
は、当該対称軸を指すが、厳密な意味で、分子が回転対称性であることを要求するもので
はない。一般的に、ディスコティック液晶性化合物において、分子対称軸は、円盤面の中
心を貫く円盤面に対して垂直な軸と一致する。ダイレクターと呼ぶこともある。
【００１３】
　また、本明細書において、Ｒｅ（λ）、Ｒｔｈ（λ）は、各々、波長λにおける面内の
レターデーション、及び厚さ方向のレターデーションを表す。Ｒｅ（λ）はＫＯＢＲＡ　
２１ＡＤＨ、又はＷＲ（王子計測機器（株）製）において、波長λｎｍの光をフィルム法
線方向に入射させて測定される。測定波長λｎｍの選択にあたっては、波長選択フィルタ
ーをマニュアルで交換するか、又は測定値をプログラム等で変換して測定することができ
る。測定されるフィルムが、１軸又は２軸の屈折率楕円体で表されるものである場合には
、以下の方法によりＲｔｈ（λ）が算出される。なお、この測定方法は、後述する光学異
方性層中のディスコティック液晶分子の配向膜側の平均チルト角、その反対側の平均チル
ト角の測定においても一部利用される。
　Ｒｔｈ（λ）は、前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又はＷ
Ｒにより判断される）を傾斜軸（回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内
の任意の方向を回転軸とする）のフィルム法線方向に対して法線方向から片側５０°まで
１０度ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの光を入射させて全部で６点測定
し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基
にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。上記において、法線方向から面内の遅相
軸を回転軸として、ある傾斜角度にレターデーションの値がゼロとなる方向をもつフィル
ムの場合には、その傾斜角度より大きい傾斜角度でのレターデーション値はその符号を負
に変更した後、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ、又はＷＲが算出する。なお、遅相軸を傾斜軸（
回転軸）として（遅相軸がない場合には、フィルム面内の任意の方向を回転軸とする）、
任意の傾斜した２方向からレターデーション値を測定し、その値と平均屈折率の仮定値、
及び入力された膜厚値を基に、以下の式（１１）及び式（１２）よりＲｔｈを算出するこ
ともできる。
【００１４】
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【数１】

　なお、上記のＲｅ（θ）は法線方向から角度θ傾斜した方向におけるレターデーション
値をあらわす。また、式中におけるｎｘは、面内における遅相軸方向の屈折率を表し、ｎ
ｙは、面内においてｎｘに直交する方向の屈折率を表し、ｎｚは、ｎｘ及びｎｙに直交す
る方向の屈折率を表す。ｄは膜厚を意味する。
【００１５】
　測定されるフィルムが、１軸や２軸の屈折率楕円体で表現できないもの、いわゆる光学
軸（ｏｐｔｉｃ　ａｘｉｓ）がないフィルムの場合には、以下の方法により、Ｒｔｈ（λ
）は算出される。Ｒｔｈ（λ）は、前記Ｒｅ（λ）を、面内の遅相軸（ＫＯＢＲＡ　２１
ＡＤＨ、又はＷＲにより判断される）を傾斜軸（回転軸）として、フィルム法線方向に対
して－５０°から＋５０°まで１０°ステップで各々その傾斜した方向から波長λｎｍの
光を入射させて１１点測定し、その測定されたレターデーション値と平均屈折率の仮定値
及び入力された膜厚値を基にＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲが算出する。また、上記の
測定において、平均屈折率の仮定値は、ポリマーハンドブック（ＪＯＨＮ　ＷＩＬＥＹ＆
ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタログの値を使用することができる。平均屈
折率の値が既知でないものについては、アッベ屈折計で測定することができる。主な光学
フィルムの平均屈折率の値を以下に例示する：セルロースアシレート（１．４８）、シク
ロオレフィンポリマー（１．５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリメチルメタク
リレート（１．４９）、ポリスチレン（１．５９）である。これら平均屈折率の仮定値と
膜厚を入力することで、ＫＯＢＲＡ　２１ＡＤＨ又はＷＲはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する
。この算出されたｎｘ，ｎｙ，ｎｚよりＮｚ＝（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）が更に算
出される。
【００１６】
　Ｒｅ及びＲｔｈの測定波長は特別な記述がない限り、可視光域のλ＝５５０ｎｍでの値
である。
【００１７】
（チルト角の測定）
　ディスコティック液晶化合物を配向させた光学異方性層において、光学異方性層の一方
の面におけるチルト角（ディスコティック液晶化合物における物理的な対象軸が光学異方
性層の界面となす角度をチルト角とする）θ１及び他方の面のチルト角θ２を、直接的に
かつ正確に測定することは困難である。そこで本明細書においては、θ１及びθ２は、以
下の手法で算出する。本手法は本発明の実際の配向状態を正確に表現していないが、光学
フィルムのもつ一部の光学特性の相対関係を表す手段として有効である。
　本手法では算出を容易にすべく、下記の２点を仮定し、位相差層（光学異方性層ともい
う）の２つの界面におけるチルト角とする。
１．光学異方性層はディスコティック液晶化合物を含む層で構成された多層体と仮定する
。更に、それを構成する最小単位の層（ディスコティック液晶化合物のチルト角は該層内
において一様と仮定）は光学的に一軸と仮定する。
２．各層のチルト角は光学異方性層の厚み方向に沿って一次関数で単調に変化すると仮定
する。
　具体的な算出法は下記のとおりである。
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（１）各層のチルト角が光学異方性層の厚み方向に沿って一次関数で単調に変化する面内
で、光学異方性層への測定光の入射角を変化させ、３つ以上の測定角でレターデーション
値を測定する。測定及び計算を簡便にするためには、光学異方性層に対する法線方向を０
°とし、－４０°、０°、＋４０°の３つの測定角でレターデーション値を測定すること
が好ましい。このような測定は、ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ及びＫＯＢＲＡ－ＷＲ（王子計
測器（株）製）、透過型のエリプソメーターＡＥＰ－１００（（株）島津製作所製）、Ｍ
１５０及びＭ５２０（日本分光（株）製）、ＡＢＲ１０Ａ（ユニオプト（株）製）で行う
ことができる。
（２）上記のモデルにおいて、各層の常光の屈折率をｎｏ、異常光の屈折率をｎｅ（ｎｅ
は各々すべての層において同じ値、ｎｏも同様とする）、及び多層体全体の厚みをｄとす
る。更に各層におけるチルト方向とその層の一軸の光軸方向とは一致するとの仮定の元に
、光学異方性層のレターデーション値の角度依存性の計算が測定値に一致するように、光
学異方性層の一方の面におけるチルト角θ１及び他方の面のチルト角θ２を変数としてフ
ィッティングを行い、θ１及びθ２を算出する。
　ここで、ｎｏ及びｎｅは文献値、カタログ値等の既知の値を用いることができる。値が
未知の場合はアッベ屈折計を用いて測定することもできる。光学異方性層の厚みは、光学
干渉膜厚計、走査型電子顕微鏡の断面写真等により測定数することができる。
【００１８】
　以下、図面を用いて本発明の実施の形態を詳細に説明する。図１は、本発明の液晶表示
装置の一実施形態の断面模式図である。
　図１に示す液晶表示装置は、一対の第１偏光膜１６及び第２偏光膜１８と、第１偏光膜
１６に接する第１位相差領域２０及び該第１位相差領域に接する第２位相差領域２２を含
む光学補償フィルムＦと、液晶セルＬＣとを少なくとも備える。第２偏光膜１８のさらに
外側には、バックライト２６が配置されている。
【００１９】
　図１の液晶表示装置では、液晶セルＬＣは、第１基板１２、電界の印加により光学的等
方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的等方性に変化する媒質からなる層
１０、及び第２基板１４を有する。前記機能する媒質を含む液晶層の一例は、高分子安定
化ブルー相液晶材料からなる液晶層１０である。この例では、液晶層１０は、１種以上の
液晶と、カイラル剤と、光重合性モノマーと、光重合開始剤とを少なくとも含む組成物を
、基板１２及び１４に注入し、ブルー相Ｉに転移させた状態で、光重合反応を進行させて
形成された高分子安定化ブルー相液晶材料からなる。
【００２０】
　高分子安定化ブルー相液晶材料からなる液晶層１０は、電圧を無印加又は低印加の状態
では、高分子安定化ブルー相を維持し、光学的に等方性である。基板１２及び１４に電圧
を印加すると、面内方向に形成された電界によって、液晶分子が水平に所定の角度だけ回
転して、電界に方向な方向に配向し、一軸の屈折率異方性が生じる。電極の形状及び配置
については種々提案されていて、いずれも利用することができる。第１基板１２及び第２
基板１４の一方の面には電極が形成されていて、基板面に平行な電界を形成可能に構成さ
れている。利用可能な電極構造の例として、図５に示す様な櫛歯電極の櫛歯部分（櫛歯電
極）が互いに噛み合う方向に配置されている例や、図６に示す様なジグザグ形状に配置さ
れている例などが挙げられる。櫛歯電極の櫛の長辺の方向が、第１偏光膜１６及び第２偏
光膜１８の吸収軸１６ａ及び１８ａと４５度になっているとレターデーションの効率が最
大になり最も好ましい。
【００２１】
　再び図１において、第１偏光膜１６の吸収軸１６ａと、第２偏光膜１８の吸収軸１８ａ
は直交して配置されている。電圧無印加時には、液晶層１０は高分子安定化ブルー相を維
持しているので、光学的に等方性であり、従って、バックライト２６から入射した光は、
偏光状態をほぼ維持したまま液晶層１０を通過し、第１偏光膜１６の吸収軸１６ａで遮光
され、黒表示になる。しかし、バックライト２６から入射した光のうち、斜め方向から入
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射した光に対しては、偏光膜１６及び１８の吸収軸１６ａ及び１８ａが直交関係からずれ
ているために、光漏れが生じ、即ち視野角コントラストを低下させることになる。光学補
償フィルムＦは、この光漏れを軽減し、視野角コントラストを改善する作用がある。
【００２２】
　光学補償フィルムＦは、例えば支持体となり得るポリマーフィルム等を含む第１位相差
領域２０と、配向状態（好ましくは垂直配向状態）に固定されたディスコティック液晶化
合物を含有する位相差層を含む第２位相差領域２２からなり、第１位相差領域２０の遅相
軸２０ａと第２位相差領域の遅相軸２２ａとが互いに直交していることを特徴とする。本
発明者が鋭意検討した結果、第１位相差領域２０のＲｅ（５５０）を２０ｎｍ以下、及び
Ｒｔｈ（５５０）を２０～１２０ｎｍとし、且つ配向状態（好ましくは垂直配向状態）に
固定されたディスコティック液晶化合物を含有する位相差層を含む第２位相差領域２２を
利用することで、視野角コントラストが改善されることがわかった。さらに、第１位相差
領域２０の遅相軸２０ａと第２位相差領域の遅相軸２２ａとが互いに直交した関係にある
と、視野角コントラスのみならず、正面コントラストも改善できることがわかった。正面
コントラストの改善効果が得られる理由については、第２位相差領域２２を形成する際に
、ディスコティック液晶分子のアンカリング強度が向上されることによるものと推測され
る。この作用、並びに第２位相差領域の形成に利用される好ましいディスコティック液晶
化合物の例、及び所望により添加される添加剤の例については、後述する。
【００２３】
　第１位相差領域２０は、Ｒｅ（５５０）が２０ｎｍ以下、且つＲｔｈ（５５０）が２０
～１２０ｎｍを満足する位相差層である。この光学特性を満足する限り、その材料につい
ては特に制限はなく、また単層構造であっても、２層以上からなる積層構造であってもよ
い。自己支持性のあるポリマーフィルムを含んでいると、塗布等によって形成される第２
位相差領域２２の支持体としても利用できるので好ましく、また第１偏光膜１６の保護膜
としても利用できるので好ましい。一例は、第１位相差領域２０が、ポリマーフィルムと
配向膜とを含む積層体であり、配向膜が第２位相差領域２２（特に前記位相差層）に接す
る例である。配向膜の表面はラビング処理を施されていてもよく、ラビング処理の方向が
前記ポリマーフィルムの遅相軸方向（一般的にはポリマーフィルムの長手方向と一致する
場合が多い）と平行であると、製造適性に優れるので好ましい。第１位相差領域に利用可
能な、ポリマーフィルム及び配向膜の例については後述する。
【００２４】
　第２位相差領域２２の光学特性については特に制限はないが、第１位相差領域２０と第
２位相差領域２２とを含む光学補償フィルムＦ全体としてのＲｔｈ（５５０）の絶対値が
３０ｎｍ以下であると、視野角コントラストの点で好ましい。図１の構成を例として、黒
表示をみた場合、バックライト２６から斜め方向に入射した光が、第２の偏光膜１８、液
晶層１０、光学補償フィルムＦ及び第１の偏光膜１６を通過することによる偏光状態の遷
移を、ポアンカレ球上に示した場合に、第２の偏光膜通過した偏光（入射偏光）が光学補
償フィルムにより、図７に示す通りの軌道を通り、第１の偏光膜通過前の偏光（出射偏光
）に変化する。このときの出射偏光は第１の偏光膜のクロスニコルの関係にあるため、黒
表示の輝度が抑えられる。本発明者が鋭意検討したところ、光学補償フィルムのＲｔｈ（
５５０）の絶対値が４０ｎｍ以下の場合に出射偏光と第１の偏光膜のクロスニコルの関係
が良好であることを見出した。
【００２５】
　また、第２位相差領域２２のＲｅの波長分散性は、斜め方向に生じるカラーシフトに影
響するので、適切な範囲に調整されているのが好ましい。一般的には、ディスコティック
液晶化合物を利用して形成される位相差層のＲｅの波長分散性は、使用するディスコティ
ック液晶化合物の性質によって決定されるものである。使用可能なディスコティック液晶
化合物の範囲等を考慮すると、斜め方向のカラーシフトを軽減するためには、第２位相差
領域２２のＲｅの波長分散性は、Ｒｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）が１以上１．１３以下
で、且つＲｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）が０．９４以上１以下を満足するのが好ましい
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。この特性を満足するディスコティック液晶化合物の例については、後述する。
【００２６】
　図１では、第１位相差領域２０が第１偏光膜１６側に配置される構成を示したが、第１
位相差領域２０と第２位相差領域２２は、上下を入れ替えて配置されていてもよく、即ち
、図２に示す構成であってもよい。いずれの構成でも同様の正面コントラスト改善効果が
得られる。但し、図２の構成では、光学補償フィルムＦの第１偏光膜１６と接着する面は
、配向状態（好ましくは垂直配向状態）に固定されたディスコティック液晶を含有する位
相差層を含む第２位相差領域２２であり、第２位相差領域２２が、ディスコティック液晶
化合物を含有する硬化性組成物を硬化させて形成される位相差層のみからなる場合は、第
１偏光膜１６との接着性が弱い場合がある。第２位相差領域２２を第１偏光膜１６側にし
て配置する態様では、前記位相差層の表面にポリマーフィルムを積層して、第１偏光膜１
６との接着性を改善してもよい。視野角コントラストの改善の観点では、当該ポリマーフ
ィルムは、低Ｒｅ及び低Ｒｔｈ、且つＲｅ及びＲｔｈの波長分散性が小さいフィルムであ
るのが好ましく、即ち後述する保護フィルム２４と同様の光学特性を示すのが好ましい。
【００２７】
　図１の液晶表示装置には、第２偏光膜１８と液晶セルＬＣとの間に、第２偏光膜１８の
保護フィルム２４が配置されている。視野角コントラストの改善の観点では、保護フィル
ム２４は、低位相差であるのが好ましく、具体的には、Ｒｅ（５５０）の絶対値｜Ｒｅ（
５５０）｜が１０ｎｍ以下（より好ましくは５ｎｍ以下）であり、且つＲｔｈ（５５０）
の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が３０ｎｍ以下（より好ましくは１５ｎｍ以下）であるの
が好ましい。また、保護フィルム２４は、斜め方向に生じるカラーシフトを軽減するとい
う観点では、低波長分散性であるのが好ましく、具体的には、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（
７００）｜が１０ｎｍ以下（より好ましくは５ｎｍ以下）であり、及び｜Ｒｔｈ（４００
）－Ｒｔｈ（７００）｜が３５ｎｍ以下（より好ましくは１５ｎｍ以下）であるのが好ま
しい。また保護フィルム２４は、耐久性の観点では、厚みがある程度あるのが好ましく、
具体的には厚みが１０～９０μｍ（より好ましくは４０～８０μｍ）であるのが好ましい
。保護フィルム２４として利用可能なポリマーフィルムの例については後述する。
【００２８】
　なお、保護フィルム２４は、第２偏光膜１８の耐久性、第２偏光膜１８と基板１４との
接着性等の改善のために配置されるものであり、第２偏光膜１８の耐久性及び基板１４と
の接着性が十分であるならばなくてもよい。
【００２９】
　第１偏光膜１６及び第２偏光膜１８の外側表面には、保護フィルムが配置されているの
が好ましく、第１偏光膜１６は、その一方の表面に光学補償フィルムＦ、及び他方の表面
に保護フィルムを有する偏光板ＰＯＬ１として、並びに、第２偏光膜１８は、その一方の
表面に保護フィルム２４、及び他方の表面に保護フィルムを有する偏光板ＰＯＬ２として
、液晶表示装置に組み込まれていてもよい。
【００３０】
　バックライト２６の構成については特に制限はない。導光板方式及び直下型方式のいい
ずれを用いてもよい。導光板方式のバックライト部は、光源及び導光板を備え、直下型方
式のバックライト部は、光源及び拡散板を備える。使用される光源についても特に制限は
なく、電球、発光ダイオード（ＬＥＤ）、エレクトロルミネッセンスパネル（ＥＬＰ）、
１本又は複数の冷陰極管（ＣＣＦＬ）及び熱陰極蛍光灯（ＨＣＦＬ）等いずれも用いるこ
とができる。
　また、バックライト２６には、光の利用効率を上げるために反射板、輝度向上膜等の部
材を用いることができる。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、上述の部材以外に例
えば、拡散板、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板等の部品を適宜
１層又は２層以上配置することができる。
【００３１】
　図１及び図２では、バックライト２６を第２偏光膜１８の外側に配置した構成を示した
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が、バックライト２６は、第１偏光膜１６の外側に配置されていてもよく、即ち、図３及
び図４に示す構成であってもよい。それぞれ図１及び図２と同様の効果を得ることができ
る。
【００３２】
　以下、本発明の液晶表示装置に使用可能な種々の部材の好ましい光学特性や部材に用い
られる材料、その製造方法等について、詳細に説明する。
【００３３】
１．光学補償フィルム
　本発明の液晶表示装置は、所定の光学特性を示す第１位相差領域、及び該第１位相差領
域に接するとともに、配向状態（好ましくは垂直配向状態）に固定されたディスコティッ
ク液晶化合物を含有する第２位相差領域を含む光学補償フィルムを有する。第１及び第２
位相差領域は、それぞれ単層構造であっても、２層以上を含む積層構造であってもよい。
前記光学補償フィルムは、第１位相差領域の遅相軸と第２位相差領域の遅相軸とが直交し
ていることに一つの特徴がある。当該補償フィルムを用いることで、本発明では視野角コ
ントラストを改善しているのみならず、高い正面コントラストも達成している。
【００３４】
　第１位相差領域のＲｅ（５５０）は２０ｎｍ以下であり、Ｒｔｈ（５５０）は２０ｎｍ
～１２０ｎｍである。Ｒｅ（５５０）は１５ｎｍ以下であるのが好ましく、１０ｎｍ以下
であるのがより好ましい。０ｎｍが理想である。Ｒｔｈ（５５０）は、３０～１１０ｎｍ
であるのが好ましく、４０～１００ｎｍであるのがより好ましい。
【００３５】
　一方、第２位相差領域の光学特性については特に制限はないが、光学補償フィルム全体
として、視野角コントラスト改善の観点で、Ｒｅ（５５０）は５０～２００ｎｍであるの
が好ましく、Ｒｔｈ（５５０）の絶対値は４０ｎｍ以下であるのが好ましい。特に光学補
償フィルム全体としての｜Ｒｔｈ（５５０）｜が４０ｎｍを超えてしまうと、視野角コン
トラストが悪化する場合がある。上記第１位相差領域及び光学補償フィルム全体としての
光学特性を考慮すると、第２位相差領域のＲｅ（５５０）は５０～２００ｎｍであるのが
好ましく、８０～１７０ｎｍであるのがより好ましく、１００～１５０ｎｍであるのがさ
らに好ましく；Ｒｔｈ（５５０）は２５～１００ｎｍであるのが好ましく、４０～８５ｎ
ｍであるのがより好ましく、５０～７５ｎｍであるのがさらに好ましい。
【００３６】
　前記光学補償フィルムの一例は、ポリマーフィルムとその上に形成された配向膜とから
なる第１位相差領域と、配向膜に接して配置される、配向状態（好ましくは垂直配向状態
）に固定されたディスコティック液晶化合物を含有する組成物から形成される位相差層を
含む第２位相差領域とからなる光学補償フィルムである。従来、当該構成の光学補償フィ
ルムを長尺状に連続的に作製する場合は、製造適性の観点から、支持体となるポリマーフ
ィルムの長手方向（通常はポリマーフィルムの遅相軸と一致する）と、配向膜の配向制御
方向（例えばラビング配向膜ならばラビング処理方向）とを一致させるのが一般的である
。さらに、一般的に、ディスコティック液晶分子は、ラビング処理で形成された配向膜表
面の溝に沿って、その円盤面をはめこんで、垂直配向（以下、「平行垂直配向」という場
合がある）するので、当該配向状態を固定して形成される位相差層の遅相軸は、一般的に
は、ポリマーフィルムの遅相軸と一致し、平行となっている。しかし、この配向状態を固
定して形成される位相差層によれば、視野角コントラストを改善できるが、一方で、近年
益々高まっている正面コントラストのさらなる改善を達成することは困難である。
【００３７】
　この原因の一つに、液晶分子の配向のミクロな乱れが挙げられる。本発明では、このミ
クロな配向乱れを、ディスコティック液晶分子の円盤面をラビング処理方向に対して直交
にして、垂直配向（以下、「直交垂直配向」という場合がある）させることで、アンカリ
ング強度を向上させて、軽減している。直交垂直配向が、平行垂直配向と比較してアンカ
リング強度が向上する理由については、直交垂直配向は平行垂直配向より低い温度で配向
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熟成が可能なため、ディスコティック液晶分子の熱揺らぎが小さく、アンカリング強度が
向上していると推測している。直交垂直配向を固定した位相差層は、ミクロな配向乱れが
軽減されているので、本発明では、これを有する光学補償フィルムを用いることにより、
視野角コントラストが改善され、且つ高い正面コントラストも達成できる。
【００３８】
　第２位相差領域のレターデーションの可視光域における波長分散性は、斜め方向に生じ
るカラーシフトに影響を与える。カラーシフト軽減の観点では、第２位相差領域のＲｅの
波長分散性は、逆波長分散性であることが理想であるが、一般的には、ディスコティック
液晶化合物の配向を固定して形成された位相差層のＲｅの波長分散性は、順波長分散性に
なる傾向がある。第２位相差領域のＲｅが逆波長分散性ではなくても、Ｒｅ（４５０）／
Ｒｅ（５５０）が１以上１．１３以下（より好ましくは１～１．１０）で、Ｒｅ（６５０
）／Ｒｅ（５５０）が０．９４以上１以下（より好ましくは０．９６～１．０）であると
、斜め方向のカラーシフトの発生を軽減でき、実用上問題ないことがわかった。上記波長
分散性を達成可能なディスコティック液晶化合物の例には、後述する式（Ｉ）で表わされ
るディスコティック液晶化合物が含まれる。
【００３９】
　以下、上記構成の光学補償フィルムについて製造に用いられる材料及び方法を詳細に説
明する。
（１）第１位相差領域
　上記構成の光学補償フィルムに用いられる第１位相差領域の一例は、支持体となるポリ
マーフィルムと、その上に配向膜とを少なくとも有する積層フィルムである。
ポリマーフィルム：
　上記光学特性を示す限り、第１位相差領域に用いられるポリマーフィルムの材料につい
ては特に制限はない。ポリマーの例には、セルロースアシレートフィルム（例えば、セル
ローストリアセテートフィルム（屈折率１．４８）、セルロースジアセテートフィルム、
セルロースアセテートブチレートフィルム、セルロースアセテートプロピオネートフィル
ム）、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリエーテルスルホンフィルム、ポリアク
リル系樹脂フィルム、ポリウレタン系樹脂フィルム、ポリエステルフィルム、ポリカーボ
ネートフィルム、ポリスルホンフィルム、ポリエーテルフィルム、ポリメチルペンテンフ
ィルム、ポリエーテルケトンフィルム、（メタ）アクリルニトリルフィルムポリオレフィ
ン、脂環式構造を有するポリマー（ノルボルネン系樹脂（アートン：商品名、ＪＳＲ社製
、非晶質ポリオレフィン（ゼオネックス：商品名、日本ゼオン社製））、ポリプロピレン
などが挙げられる。このうちトリアセチルセルロース、ポリエチレンテレフタレート、脂
環式構造を有するポリマーが好ましく、特にトリアセチルセルロースが好ましい。
【００４０】
　前記セルロースアシレートフィルムは、ソルベントキャスト法により製膜されるのが好
ましい。ソルベントキャスト法を利用したセルロースアシレートフィルムの製造例につい
ては、米国特許第２，３３６，３１０号、同２，３６７，６０３号、同２，４９２，０７
８号、同２，４９２，９７７号、同２，４９２，９７８号、同２，６０７，７０４号、同
２，７３９，０６９号及び同２，７３９，０７０号の各明細書、英国特許第６４０７３１
号及び同７３６８９２号の各明細書、並びに特公昭４５－４５５４号、同４９－５６１４
号、特開昭６０－１７６８３４号、同６０－２０３４３０号及び同６２－１１５０３５号
等の公報を参考にすることができる。また、前記セルロースアシレートフィルムは、延伸
処理を施されていてもよい。延伸処理の方法及び条件については、例えば、特開昭６２－
１１５０３５号、特開平４－１５２１２５号、同４－２８４２１１号、同４－２９８３１
０号、同１１－４８２７１号等の各公報を参考にすることができる。
【００４１】
　幅方向に延伸（ＴＤ延伸）する方法は、例えば、特開昭６２－１１５０３５号、特開平
４－１５２１２５号、同４－２８４２１１号、同４－２９８３１０号、同１１－４８２７
１号などの各公報に記載されている。幅方向の延伸の場合、フィルムの幅をテンターで保
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持しながら搬送して、テンターの幅を徐々に広げることによってもフィルムを延伸できる
。フィルムの乾燥後に、延伸機を用いて延伸すること（好ましくはロング延伸機を用いる
一軸延伸）もできる。長手方向の延伸（ＭＤ延伸）の場合、例えば、２対のニップロール
を設置し、この間を加熱しながら出口側のニップロールの周速を入口側のニップロールの
周速より速くすることで達成できる。この際、ニップロール間の間隔（Ｌ）と延伸前のフ
ィルム幅（Ｗ）を変えることで厚み方向のレターデーションの発現性を変えることができ
る。Ｌ／Ｗが２を超え５０以下（長スパン延伸）ではＲｔｈを小さくでき、Ｌ／Ｗが０．
０１～０．３（短スパン延伸）ではＲｔｈを大きくできる。本発明では長スパン延伸、短
スパン延伸、これらの間の領域（中間延伸＝Ｌ／Ｗが０．３を超え２以下）どれを使用し
ても良いが、配向角を小さくできる長スパン延伸、短スパン延伸が好ましい。さらに高Ｒ
ｔｈを狙う場合は短スパン延伸、低Ｒｔｈを狙う場合は長スパン延伸と区別して使用する
ことがより好ましい。これらの縦延伸の好ましい延伸温度は（Ｔｇ－１０℃）～（Ｔｇ＋
５０）℃であり、より好ましくは（Ｔｇ－５℃）～（Ｔｇ＋４０）℃であり、さらに好ま
しくは（Ｔｇ＋５）～（Ｔｇ+３０）℃である。フィルムの搬送ローラーの速度を調節し
て、フィルムの剥ぎ取り速度よりもフィルムの巻き取り速度の方を速くするとフィルムは
延伸される。
【００４２】
　なお、第１位相差領域は、延伸ポリマーフィルム単独からなっていても、液晶性化合物
を含有する組成物から形成された液晶フィルムのみからなっていてもよい。
【００４３】
　前記第１位相差領域は長尺の状態で連続的に製造されることが好ましい。第１位相差領
域が液晶性化合物から形成される場合には、第１位相差領域の遅相軸の角度はラビングの
角度で調整できる。第１位相差領域が延伸処理したポリマーフィルムから形成される場合
は、延伸方向によって遅相軸の角度が調整できる。長尺状フィルムの長手方向に対して第
１位相差領域の遅相軸を平行または直交の角度にすることで、長尺状の偏光膜とロールト
ゥロールによる貼り合せが可能になり、貼り合せの軸角度の精度が高く、生産性の高い偏
光板の製造が可能になる。
【００４４】
　なお、ポリマーフィルムの表面には、配向膜との接着性の改善を目的として、表面処理
（例、グロー放電処理、コロナ放電処理、紫外線（ＵＶ）処理、火炎処理、アルカリ鹸化
）処理）を実施してもよい。また接着層（下塗り層）を設けてもよい。また、本態様では
、ポリマーフィルムの裏面（配向膜及び第２位相差領域が形成されない側の表面）は、偏
光膜と接着させるので、当該裏面にも、アルカリ鹸化処理等の表面処理を行うのが好まし
い。
【００４５】
配向膜：
　本態様に利用可能な配向膜の例については特に制限はないが、中でも、ポリマーを主成
分とする組成物からなる膜の表面をラビング処理することで形成されるラビング配向膜が
好ましい。配向膜の形成に利用可能なポリマーの例には、例えば特開平８－３３８９１３
号公報明細書中段落番号［００２２］記載のメタクリレート系共重合体、スチレン系共重
合体、ポリオレフィン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ
－メチロールアクリルアミド）、ポリエステル、ポリイミド、酢酸ビニル共重合体、カル
ボキシメチルセルロース、ポリカーボネート等が含まれる。シランカップリング剤をポリ
マーとして用いることができる。水溶性ポリマー（例、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルア
ミド）、カルボキシメチルセルロース、ゼラチン、ポリビニルアルコール、変性ポリビニ
ルアルコール）が好ましく、ゼラチン、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコ
ールが更に好ましく、ポリビニルアルコール及び変性ポリビニルアルコールが最も好まし
い。ポリビニルアルコールの鹸化度は、７０～１００％が好ましく、８０～１００％が更
に好ましい。ポリビニルアルコールの重合度は１００～５０００であることが好ましい。
【００４６】
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　前記配向膜の形成のために、架橋反応を進行させてもよい。架橋反応を進行させるため
には、主成分ポリマーとして、架橋性官能基を側鎖に有するポリマーを用いてもよいし、
架橋剤を用いてもよく、また併用してもよい。
　配向膜は、ポリマーフィルムの表面に、上記主成分ポリマーを含む塗布液を塗布、乾燥
、所望により架橋反応を進行させて、形成することができる。利用可能な塗布方法の例に
は、スピンコーティング法、ディップコーティング法、カーテンコーティング法、エクス
トルージョンコーティング法、ロッドコーティング法又はロールコーティング法が含まれ
る。特にロッドコーティング法が好ましい。また、乾燥後の膜厚は０．１～１０μｍが好
ましい。
【００４７】
　製膜後に、膜表面をラビング処理する。製造適性の観点では、ラビング処理は、ポリマ
ーフィルムの搬送方向、即ち連続生産される長尺状のフィルムの長手方向に沿って行うの
が好ましい。ラビング処理は、膜の表面を、紙やガーゼ、フェルト、ゴムあるいはナイロ
ン、ポリエステル繊維などを用いて一定方向に擦ることにより、実施することができる。
【００４８】
　その他、配向膜として、光配向膜を利用することもできる。
【００４９】
　この様にして、所定の光学特性を満足するポリマーフィルムと、配向膜とを有し、ポリ
マーフィルムの遅相軸方向（一般的にはポリマーフィルムの長手方向と一致する場合が多
い）と、配向膜の配向制御方向（ラビング配向膜ではラビング処理方向）とが一致した積
層フィルムからなる第１位相差領域を作製することができる。
【００５０】
（２）第２位相差領域
　第２位相差領域の一例は、ディスコティック液晶化合物を含有する硬化性組成物を硬化
してなる位相差層、又は当該位相差層とその上にポリマーフィルムを有する積層体である
。当該ポリマーフィルムは、第２位相差領域を第１偏光膜と接着する態様において、接着
性の改善のために用いられるものであり、第１偏光膜と接着される最表層として配置され
るのが好ましい。前記第２位相差領域の形成に利用可能なディスコティック液晶化合物の
例には、様々な文献（Ｃ．Ｄｅｓｔｒａｄｅ　ｅｔ　ａｌ．，Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｒ．Ｌｉ
ｑ．Ｃｒｙｓｔ．，ｖｏｌ．７１，ｐａｇｅ　１１１（１９８１）；日本化学会編、季刊
化学総説、Ｎｏ．２２、液晶の化学、第５章、第１０章第２節（１９９４）；Ｂ．Ｋｏｈ
ｎｅ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｎｇｅｗ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍ．，ｐａｇｅ
　１７９４（１９８５）；Ｊ．Ｚｈａｎｇ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ
．，ｖｏｌ．１１６，ｐａｇｅ　２６５５（１９９４））に記載されている化合物が含ま
れる。
【００５１】
　ディスコティック液晶化合物は、重合により固定可能なように、重合性基を有するのが
好ましい。なお、ディスコティック液晶化合物の重合については、特開平８－２７２８４
号公報に記載がある。例えば、ディスコティック液晶化合物の円盤状コアに、置換基とし
て重合性基を結合させた構造が考えられるが、但し、円盤状コアに重合性基を直結させる
と、重合反応において配向状態を保つことが困難になる。そこで、円盤状コアと重合性基
との間に連結基を有する構造が好ましい。即ち、重合性基を有するディスコティック液晶
化合物は、下記式で表わされる化合物であることが好ましい。
　　　Ｄ（－Ｌ－Ｐ）n

　式中、Ｄは円盤状コアであり、Ｌは二価の連結基であり、Ｐは重合性基であり、ｎは４
～１２の整数である。前記式中の円盤状コア（Ｄ）、二価の連結基（Ｌ）及び重合性基（
Ｐ）の好ましい具体例は、それぞれ、特開２００１－４８３７号公報に記載の（Ｄ１）～
（Ｄ１５）、（Ｌ１）～（Ｌ２５）、（Ｐ１）～（Ｐ１８）であり、同公報に記載の内容
を好ましく用いることができる。
【００５２】
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　中でも、下記一般式（Ｉ）で表される化合物は、後述する所定の配向膜側垂直配向制御
剤とともに用いることによって、高いアンカリング強度により、ミクロ配向乱れがより軽
減された直交垂直配向状態を達成し、しかも、当該化合物を用いることによって、カラー
シフト軽減を達成可能な上記波長分散性の位相差層を形成可能であるので好ましい。
【００５３】
【化１】

【００５４】
　式中、Ｙ11、Ｙ12及びＹ13は、それぞれ独立に置換されていてもよいメチン又は窒素原
子を表す。
【００５５】
　Ｙ11、Ｙ12及びＹ13がメチンの場合、メチンの水素原子は置換基で置き換わってもよい
。メチンが有していてもよい置換基としては、アルキル基、アルコキシ基、アリールオキ
シ基、アシル基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、アシルアミノ基、アルコキ
シカルボニルアミノ基、アルキルチオ基、アリールチオ基、ハロゲン原子及びシアノ基を
好ましい例として挙げることができる。これらの置換基の中では、アルキル基、アルコキ
シ基、アルコキシカルボニル基、アシルオキシ基、ハロゲン原子及びシアノ基が更に好ま
しく、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数２～１２ア
ルコキシカルボニル基、炭素数２～１２アシルオキシ基、ハロゲン原子及びシアノ基がよ
り好ましい。
　Ｙ11、Ｙ12及びＹ13は、化合物の合成の容易さ及びコストの点において、いずれもメチ
ンであることがより好ましく、メチンは無置換であることが更に好ましい。
【００５６】
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3は、それぞれ独立に単結合又は二価の連結基を表す。
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3が二価の連結基の場合、それぞれ独立に、－Ｏ－，－Ｓ－、－Ｃ（＝
Ｏ）－、－ＮＲ7－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－Ｃ≡Ｃ－、二価の環状基及びこれらの組み合わ
せからなる群より選ばれる二価の連結基であることが好ましい。上記Ｒ7は炭素原子数１
～７のアルキル基又は水素原子であり、炭素原子数１～４のアルキル基又は水素原子であ
ることが好ましく、メチル基、エチル基又は水素原子であることが更に好ましく、水素原
子であることが最も好ましい。
【００５７】
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3における二価の環状基とは、少なくとも１種類の環状構造を有する二
価の連結基（以下、環状基と呼ぶことがある）である。環状基は５員環、６員環、又は７
員環であることが好ましく、５員環又は６員環であることが更に好ましく、６員環である
ことが最も好ましい。環状基に含まれる環は、縮合環であってもよい。ただし、縮合環よ
りも単環であることがより好ましい。また、環状基に含まれる環は、芳香族環、脂肪族環
、及び複素環のいずれでもよい。芳香族環としては、ベンゼン環及びナフタレン環が好ま
しい例として挙げられる。脂肪族環としては、シクロヘキサン環が好ましい例として挙げ
られる。複素環としては、ピリジン環及びピリミジン環が好ましい例として挙げられる。
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環状構造のみ（但し、置換基を含む）からなる２価の連結基であることがより好ましい（
以下、同じ）。
【００５８】
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3で表される二価の環状基のうち、ベンゼン環を有する環状基としては
、１，４－フェニレン基が好ましい。ナフタレン環を有する環状基としては、ナフタレン
－１，５－ジイル基及びナフタレン－２，６－ジイル基が好ましい。シクロヘキサン環を
有する環状基としては１，４－シクロへキシレン基であることが好ましい。ピリジン環を
有する環状基としてはピリジン－２，５－ジイル基が好ましい。ピリミジン環を有する環
状基としては、ピリミジン－２，５－ジイル基が好ましい。
【００５９】
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3で表される二価の環状基は、置換基を有していてもよい。置換基とし
ては、ハロゲン原子（好ましくは、フッ素原子、塩素原子）、シアノ基、ニトロ基、炭素
原子数１～１６のアルキル基、炭素原子数２～１６のアルケニル基、炭素原子数が２～１
６アルキニル基、炭素原子数１～１６のハロゲン置換アルキル基、炭素原子数１～１６の
アルコキシ基、炭素原子数２～１６のアシル基、炭素原子数１～１６のアルキルチオ基、
炭素原子数２～１６のアシルオキシ基、炭素原子数２～１６のアルコキシカルボニル基、
カルバモイル基、炭素原子数２～１６のアルキル基で置換されたカルバモイル基及び炭素
原子数２～１６のアシルアミノ基が含まれる。
【００６０】
　Ｌ1、Ｌ2及びＬ3としては、単結合、＊－Ｏ－ＣＯ－、＊－ＣＯ－Ｏ－、＊－ＣＨ＝Ｃ
Ｈ－、＊－Ｃ≡Ｃ－、＊－二価の環状基－、＊－Ｏ－ＣＯ－二価の環状基－、＊－ＣＯ－
Ｏ－二価の環状基－、＊－ＣＨ＝ＣＨ－二価の環状基－、＊－Ｃ≡Ｃ－二価の環状基－、
＊－二価の環状基－Ｏ－ＣＯ－、＊－二価の環状基－ＣＯ－Ｏ－、＊－二価の環状基－Ｃ
Ｈ＝ＣＨ－及び＊－二価の環状基－Ｃ≡Ｃ－が好ましい。特に、単結合、＊－ＣＨ＝ＣＨ
－、＊－Ｃ≡Ｃ－、＊－ＣＨ＝ＣＨ－二価の環状基－及び＊－Ｃ≡Ｃ－二価の環状基－が
好ましく、単結合が最も好ましい。ここで、＊は一般式（Ｉ）中のＹ11、Ｙ12及びＹ13を
含む６員環側に結合する位置を表す。
【００６１】
　一般式（Ｉ）中、Ｈ1、Ｈ2及びＨ3は、それぞれ独立に一般式（Ｉ－Ａ）又は（Ｉ－Ｂ
）の基を表す。
【００６２】
【化２】

【００６３】
　一般式（Ｉ－Ａ）中、ＹＡ1及びＹＡ2は、それぞれ独立にメチン又は窒素原子を表し；
ＸＡは、酸素原子、硫黄原子、メチレン又はイミノを表し；
＊は上記一般式（Ｉ）におけるＬ1～Ｌ3側と結合する位置を表し；
＊＊は上記一般式（Ｉ）におけるＲ1～Ｒ3側と結合する位置を表す。
【００６４】
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【化３】

【００６５】
　一般式（Ｉ－Ｂ）中、ＹＢ1及びＹＢ2は、それぞれ独立にメチン又は窒素原子を表し；
ＸＢは、酸素原子、硫黄原子、メチレン又はイミノを表し；
＊は上記一般式（Ｉ）におけるＬ1～Ｌ3側と結合する位置を表し；
＊＊は上記一般式（Ｉ）におけるＲ1～Ｒ3側と結合する位置を表す。
【００６６】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、それぞれ独立に下記一般式（Ｉ－Ｒ）を表す。
【００６７】
一般式（Ｉ－Ｒ）
　＊－（－Ｌ21－Ｑ2）n1－Ｌ22－Ｌ23－Ｑ1

　一般式（Ｉ－Ｒ）中、＊は、一般式（Ｉ）におけるＨ1～Ｈ3側と結合する位置を表す。
　Ｌ21は単結合又は二価の連結基を表す。Ｌ21が二価の連結基の場合、－Ｏ－、－Ｓ－、
－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＮＲ7－、－ＣＨ＝ＣＨ－及び－Ｃ≡Ｃ－並びにこれらの組み合わせ
からなる群より選ばれる二価の連結基であることが好ましい。上記Ｒ7は炭素原子数１～
７のアルキル基又は水素原子であり、炭素原子数１～４のアルキル基又は水素原子である
ことが好ましく、メチル基、エチル基又は水素原子であることが更に好ましく、水素原子
であることが最も好ましい。
【００６８】
　Ｌ21は単結合、＊＊＊－Ｏ－ＣＯ－、＊＊＊－ＣＯ－Ｏ－、＊＊＊－ＣＨ＝ＣＨ－及び
＊＊＊－Ｃ≡Ｃ－（ここで、＊＊＊は一般式（Ｉ－Ｒ）中の＊側を表す）のいずれかが好
ましく、単結合がより好ましい。
【００６９】
　Ｑ2は少なくとも１種類の環状構造を有する二価の基（環状基）を表す。このような環
状基としては、５員環、６員環、又は７員環を有する環状基が好ましく、５員環又は６員
環を有する環状基がより好ましく、６員環を有する環状基が更に好ましい。上記環状基に
含まれる環状構造は、縮合環であっても良い。ただし、縮合環よりも単環であることがよ
り好ましい。また、環状基に含まれる環は、芳香族環、脂肪族環、及び複素環のいずれで
もよい。芳香族環としては、ベンゼン環、ナフタレン環、アントラセン環、フェナントレ
ン環が好ましい例として挙げられる。脂肪族環としては、シクロヘキサン環が好ましい例
として挙げられる。複素環としては、ピリジン環及びピリミジン環が好ましい例として挙
げられる。
【００７０】
　上記Ｑ2のうち、ベンゼン環を有する環状基としては、１，４－フェニレン基が好まし
い。ナフタレン環を有する環状基としては、ナフタレン－１，４－ジイル基、ナフタレン
－１，５－ジイル基、ナフタレン－１，６－ジイル基、ナフタレン－２，５－ジイル基、
ナフタレン－２，６－ジイルナフタレン－２，７－ジイル基が好ましい。シクロヘキサン
環を有する環状基としては１，４－シクロへキシレン基であることが好ましい。ピリジン
環を有する環状基としてはピリジン－２，５－ジイル基が好ましい。ピリミジン環を有す
る環状基としては、ピリミジン－２，５－ジイル基が好ましい。これらの中でも、特に、
１，４－フェニレン基、ナフタレン－２，６－ジイル基及び１，４－シクロへキシレン基
が好ましい。
【００７１】
　Ｑ2は、置換基を有していてもよい。置換基の例には、ハロゲン原子（フッ素原子、塩
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素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数１～１６のアルキル
基、炭素原子数２～１６のアルケニル基、炭素原子数２～１６のアルキニル基、炭素原子
数１～１６のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原子数１～１６のアルコキシ基、炭
素原子数２～１６のアシル基、炭素原子数１～１６のアルキルチオ基、炭素原子数２～１
６のアシルオキシ基、炭素原子数２～１６のアルコキシカルボニル基、カルバモイル基、
炭素原子数２～１６のアルキル置換カルバモイル基及び炭素原子数２～１６のアシルアミ
ノ基が含まれる。これらの中でも、ハロゲン原子、シアノ基、炭素原子数１～６のアルキ
ル基、炭素原子数１～６のハロゲンで置換されたアルキル基が好ましく、ハロゲン原子、
炭素原子数１～４のアルキル基、炭素原子数１～４のハロゲンで置換されたアルキル基が
より好ましく、ハロゲン原子、炭素原子数が１～３のアルキル基、トリフルオロメチル基
が更に好ましい。
【００７２】
　ｎ１は、０～４の整数を表す。ｎ１としては、１～３の整数が好ましく、１若しくは２
が更に好ましい。
【００７３】
　Ｌ22は、＊＊－Ｏ－、＊＊－Ｏ－ＣＯ－、＊＊－ＣＯ－Ｏ－、＊＊－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－、
＊＊－Ｓ－、＊＊－ＮＨ－、＊＊－ＳＯ2－、＊＊－ＣＨ2－、＊＊－ＣＨ＝ＣＨ－又は＊
＊－Ｃ≡Ｃ－を表し、＊＊はＱ2側と結合する位置を表す。
　Ｌ22は、好ましくは、＊＊－Ｏ－、＊＊－Ｏ－ＣＯ－、＊＊－ＣＯ－Ｏ－、＊＊－Ｏ－
ＣＯ－Ｏ－、＊＊－ＣＨ2－、＊＊－ＣＨ＝ＣＨ－、＊＊－Ｃ≡Ｃ－であり、より好まし
くは、＊＊－Ｏ－、＊＊－Ｏ－ＣＯ－、＊＊－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－、＊＊－ＣＨ2－である。
Ｌ22が水素原子を含む基であるときは、該水素原子は置換基で置換されていてもよい。こ
のような置換基として、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数１～６のアルキ
ル基、炭素原子数１～６のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原子数１～６のアルコ
キシ基、炭素原子数２～６のアシル基、炭素原子数１～６のアルキルチオ基、炭素原子数
２～６のアシルオキシ基、炭素原子数２～６のアルコキシカルボニル基、カルバモイル基
、炭素原子数２～６のアルキルで置換されたカルバモイル基及び炭素原子数２～６のアシ
ルアミノ基が好ましい例として挙げられ、ハロゲン原子、炭素原子数１～６のアルキル基
がより好ましい。
【００７４】
　Ｌ23は、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＳＯ2－、－ＮＨ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ
＝ＣＨ－及び－Ｃ≡Ｃ－並びにこれらの組み合わせからなる群より選ばれる二価の連結基
を表す。ここで、－ＮＨ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－の水素原子は、置換基で置換さ
れていてもよい。このような置換基として、ハロゲン原子、シアノ基、ニトロ基、炭素原
子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原
子数１～６のアルコキシ基、炭素原子数２～６のアシル基、炭素原子数１～６のアルキル
チオ基、炭素原子数２～６のアシルオキシ基、炭素原子数２～６のアルコキシカルボニル
基、カルバモイル基、炭素原子数２～６のアルキルで置換されたカルバモイル基及び炭素
原子数２～６のアシルアミノ基が好ましい例として挙げられ、ハロゲン原子、炭素原子数
１～６のアルキル基がより好ましい。これらの置換基に置換されることにより、本発明の
液晶性化合物から液晶性組成物を調製する際に、使用する溶媒に対する溶解性を向上させ
ることができる。
【００７５】
　Ｌ23は、－Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－及び－Ｃ≡Ｃ－並びに
これらの組み合わせからなる群より選ばれることが好ましい。Ｌ23は、炭素原子を１～２
０個含有することが好ましく、炭素原子を２～１４個を含有することがより好ましい。更
に、Ｌ23は、－ＣＨ2－を１～１６個含有することが好ましく、－ＣＨ2－を２～１２個含
有することが更に好ましい。
【００７６】
　Ｑ1は重合性基又は水素原子を表す。本発明の液晶性化合物を光学補償フィルムのよう
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な位相差の大きさが熱により変化しないものが好ましい光学フィルム等に用いる場合には
、Ｑ1は重合性基であることが好ましい。重合反応は、付加重合（開環重合を含む）又は
縮合重合であることが好ましい。すなわち、重合性基は、付加重合反応又は縮合重合反応
が可能な官能基であることが好ましい。以下に重合性基の例を示す。
【００７７】
【化４】

【００７８】
　更に、重合性基は付加重合反応が可能な官能基であることが特に好ましい。そのような
重合性基としては、重合性エチレン性不飽和基又は開環重合性基が好ましい。
【００７９】
　重合性エチレン性不飽和基の例としては、下記の式（Ｍ－１）～（Ｍ－６）が挙げられ
る。
【００８０】
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【００８１】
　式（Ｍ－３）、（Ｍ－４）中、Ｒは水素原子又はアルキル基を表し、水素原子又はメチ
ル基が好ましい。
　上記式（Ｍ－１）～（Ｍ－６）の中、（Ｍ－１）又は（Ｍ－２）が好ましく、（Ｍ－１
）がより好ましい。
【００８２】
　開環重合性基は、環状エーテル基が好ましく、エポキシ基又はオキセタニル基がより好
ましい。
【００８３】
　前記式（Ｉ）の化合物の中でも、下記一般式（Ｉ’）で表される化合物がより好ましい
。
【００８４】

【化６】

【００８５】
　一般式（Ｉ’）中、Ｙ11、Ｙ12及びＹ13は、それぞれ独立にメチン又は窒素原子を表し
、メチンが好ましく、メチンは無置換であるのが好ましい。
【００８６】
　Ｒ11、Ｒ12及びＲ13は、それぞれ独立に下記一般式（Ｉ’－Ａ）、下記一般式（Ｉ’－
Ｂ）又は下記一般式（Ｉ’－Ｃ）を表す。固有複屈折の波長分散性を小さくしようとする
場合、一般式（Ｉ’－Ａ）又は一般式（Ｉ’－Ｃ）が好ましく、一般式（Ｉ’－Ａ）がよ
り好ましい。Ｒ11、Ｒ12及びＲ13は、Ｒ11＝Ｒ12＝Ｒ13であることが好ましい。
【００８７】
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【化７】

【００８８】
　一般式（Ｉ’－Ａ）中、Ａ11、Ａ12、Ａ13、Ａ14、Ａ15及びＡ16は、それぞれ独立にメ
チン又は窒素原子を表す。
　Ａ11及びＡ12は、少なくとも一方が窒素原子であることが好ましく、両方が窒素原子で
あることがより好ましい。
　Ａ13、Ａ14、Ａ15及びＡ16は、それらのうち、少なくとも３つがメチンであることが好
ましく、すべてメチンであることがより好ましい。更に、メチンは無置換であることが好
ましい。
　Ａ11、Ａ12、Ａ13、Ａ14、Ａ15又はＡ16がメチンの場合の置換基の例には、ハロゲン原
子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数
１～１６のアルキル基、炭素原子数２～１６のアルケニル基、炭素原子数２～１６のアル
キニル基、炭素原子数１～１６のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原子数１～１６
のアルコキシ基、炭素原子数２～１６のアシル基、炭素原子数１～１６のアルキルチオ基
、炭素原子数２～１６のアシルオキシ基、炭素原子数２～１６のアルコキシカルボニル基
、カルバモイル基、炭素原子数２～１６のアルキル置換カルバモイル基及び炭素原子数２
～１６のアシルアミノ基が含まれる。これらの中でも、ハロゲン原子、シアノ基、炭素原
子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６のハロゲンで置換されたアルキル基が好まし
く、ハロゲン原子、炭素原子数１～４のアルキル基、炭素原子数１～４のハロゲンで置換
されたアルキル基がより好ましく、ハロゲン原子、炭素原子数が１～３のアルキル基、ト
リフルオロメチル基が更に好ましい。
Ｘ1は、酸素原子、硫黄原子、メチレン又はイミノを表し、酸素原子が好ましい。
【００８９】
【化８】

【００９０】
　一般式（Ｉ’－Ｂ）中、Ａ21、Ａ22、Ａ23、Ａ24、Ａ25及びＡ26は、それぞれ独立にメ
チン又は窒素原子を表す。　Ａ21及びＡ22は、少なくとも一方が窒素原子であることが好
ましく、両方が窒素原子であることがより好ましい。
　Ａ23、Ａ24、Ａ25及びＡ26は、それらのうち、少なくとも３つがメチンであることが好
ましく、すべてメチンであることがより好ましい。
　Ａ21、Ａ22、Ａ23、Ａ24、Ａ25又はＡ26がメチンの場合の置換基の例には、ハロゲン原
子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数
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１～１６のアルキル基、炭素原子数２～１６のアルケニル基、炭素原子数２～１６のアル
キニル基、炭素原子数１～１６のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原子数１～１６
のアルコキシ基、炭素原子数２～１６のアシル基、炭素原子数１～１６のアルキルチオ基
、炭素原子数２～１６のアシルオキシ基、炭素原子数２～１６のアルコキシカルボニル基
、カルバモイル基、炭素原子数２～１６のアルキル置換カルバモイル基及び炭素原子数２
～１６のアシルアミノ基が含まれる。これらの中でも、ハロゲン原子、シアノ基、炭素原
子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６のハロゲンで置換されたアルキル基が好まし
く、ハロゲン原子、炭素原子数１～４のアルキル基、炭素原子数１～４のハロゲンで置換
されたアルキル基がより好ましく、ハロゲン原子、炭素原子数が１～３のアルキル基、ト
リフルオロメチル基が更に好ましい。
Ｘ2は、酸素原子、硫黄原子、メチレン又はイミノを表し、酸素原子が好ましい。
【００９１】
【化９】

【００９２】
　一般式（Ｉ’－Ｃ）中、Ａ31、Ａ32、Ａ33、Ａ34、Ａ35及びＡ36は、それぞれ独立にメ
チン又は窒素原子を表す。
　Ａ31及びＡ32は、少なくとも一方が窒素原子であることが好ましく、両方が窒素原子で
あることがより好ましい。
　Ａ33、Ａ34、Ａ35及びＡ36は、少なくとも３つがメチンであることが好ましく、すべて
メチンであることがより好ましい。
　Ａ31、Ａ32、Ａ33、Ａ34、Ａ35又はＡ36がメチンの場合、メチンは置換基を有していて
もよい。置換基の例には、ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子
）、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数１～１６のアルキル基、炭素原子数２～１６のアル
ケニル基、炭素原子数２～１６のアルキニル基、炭素原子数１～１６のハロゲンで置換さ
れたアルキル基、炭素原子数１～１６のアルコキシ基、炭素原子数２～１６のアシル基、
炭素原子数１～１６のアルキルチオ基、炭素原子数２～１６のアシルオキシ基、炭素原子
数２～１６のアルコキシカルボニル基、カルバモイル基、炭素原子数２～１６のアルキル
置換カルバモイル基及び炭素原子数２～１６のアシルアミノ基が含まれる。これらの中で
も、ハロゲン原子、シアノ基、炭素原子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６のハロ
ゲンで置換されたアルキル基が好ましく、ハロゲン原子、炭素原子数１～４のアルキル基
、炭素原子数１～４のハロゲンで置換されたアルキル基がより好ましく、ハロゲン原子、
炭素原子数が１～３のアルキル基、トリフルオロメチル基が更に好ましい。
　Ｘ3は、酸素原子、硫黄原子、メチレン又はイミノを表し、酸素原子が好ましい。
【００９３】
　一般式（Ｉ’－Ａ）中のＬ11、一般式（Ｉ’－Ｂ）中のＬ21、一般式（Ｉ’－Ｃ）中の
Ｌ31はそれぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ
－ＣＯ－Ｏ－、－Ｓ－、－ＮＨ－、－ＳＯ2－、－ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－又は－Ｃ≡Ｃ
－を表す。好ましくは、－Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－
ＣＯ－Ｏ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－Ｃ≡Ｃ－であり、より好ましくは、－Ｏ－
、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－Ｏ－、－Ｃ≡Ｃ－である。特に、小さい固
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Ｏ－、－Ｃ≡Ｃ－が特に好ましく、この中でも－ＣＯ－Ｏ－が、より高温でディスコティ
ックネマチック相を発現できるため、好ましい。上述の基が水素原子を含む基であるとき
は、該水素原子は置換基で置き換わってもよい。このような置換基として、ハロゲン原子
、シアノ基、ニトロ基、炭素原子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６のハロゲンで
置換されたアルキル基、炭素原子数１～６のアルコキシ基、炭素原子数２～６のアシル基
、炭素原子数１～６のアルキルチオ基、炭素原子数２～６のアシルオキシ基、炭素原子数
２～６のアルコキシカルボニル基、カルバモイル基、炭素原子数２～６のアルキルで置換
されたカルバモイル基及び炭素原子数２～６のアシルアミノ基が好ましい例として挙げら
れ、ハロゲン原子、炭素原子数１～６のアルキル基がより好ましい。
【００９４】
　一般式（Ｉ’－Ａ）中のＬ12、一般式（Ｉ’－Ｂ）中のＬ22、一般式（Ｉ’－Ｃ）中の
Ｌ32はそれぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＳＯ2－、－ＮＨ－、－
ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－及び－Ｃ≡Ｃ－並びにこれらの組み合わせからなる群より選ば
れる二価の連結基を表す。ここで、－ＮＨ－、－ＣＨ2－、－ＣＨ＝ＣＨ－の水素原子は
、置換基で置換されていてもよい。このような置換基として、ハロゲン原子、シアノ基、
ニトロ基、水酸基、カルボキシル基、炭素原子数１～６のアルキル基、炭素原子数１～６
のハロゲンで置換されたアルキル基、炭素原子数１～６のアルコキシ基、炭素原子数２～
６のアシル基、炭素原子数１～６のアルキルチオ基、炭素原子数２～６のアシルオキシ基
、炭素原子数２～６のアルコキシカルボニル基、カルバモイル基、炭素原子数２～６のア
ルキルで置換されたカルバモイル基及び炭素原子数２～６のアシルアミノ基が好ましい例
として挙げられ、ハロゲン原子、水酸基、炭素原子数１～６のアルキル基がより好ましく
、特にハロゲン原子、メチル基、エチル基が好ましい。
【００９５】
　Ｌ12、Ｌ22、Ｌ32はそれぞれ独立して、－Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＣＨ2－、－ＣＨ
＝ＣＨ－及び－Ｃ≡Ｃ－並びにこれらの組み合わせからなる群より選ばれることが好まし
い。
【００９６】
　Ｌ12、Ｌ22、Ｌ32はそれぞれ独立して、炭素数１～２０であることが好ましく、炭素数
２～１４であることがより好ましい。炭素数２～１４が好ましく、－ＣＨ2－を１～１６
個有することがより好ましく、－ＣＨ2－を２～１２個有することが更に好ましい。
【００９７】
　Ｌ12、Ｌ22、Ｌ32を構成する炭素数は、液晶の相転移温度と化合物の溶媒への溶解性に
影響を及ぼす。一般的に炭素数は多くなるほど、ディスコティックネマチック相（ＮD相
）から等方性液体への転移温度が低下する傾向にある。また、溶媒への溶解性は、一般的
に炭素数は多くなるほど向上する傾向にある。
【００９８】
　一般式（Ｉ’－Ａ）中のＱ11、一般式（Ｉ’－Ｂ）中のＱ21、一般式（Ｉ’－Ｃ）中の
Ｑ31はそれぞれ独立して重合性基又は水素原子を表す。また、Ｑ11、Ｑ21、Ｑ31は重合性
基であることが好ましい。重合反応は、付加重合（開環重合を含む）又は縮合重合である
ことが好ましい。すなわち、重合性基は、付加重合反応又は縮合重合反応が可能な官能基
であることが好ましい。重合性基の例については、上記と同様であり、好ましい例も上記
と同様である。
【００９９】
　一般式（Ｉ）で表される化合物の具体例としては、特開２００９－９７００２号公報［
００３８］～［００６９］記載の化合物や、以下の化合物が挙げられるが、本発明はこれ
らに限定されるものではない。
【０１００】
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【化２６】

【０１１７】
　トリフェニレン化合物で、波長分散の小さいディスコティック液晶化合物としては、特
開２００７－１０８７３２号公報の段落［００６２］～［００６７］記載の化合物等が挙
げられるが、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１１８】
［垂直配向促進剤］
　前記位相差層を形成する際に、液晶性化合物の分子を均一に垂直配向させるためには、
配向膜界面側及び空気界面側において液晶性化合物を垂直に配向制御可能な配向制御剤を
用いるのが好ましい。ディスコティック液晶化合物を垂直に配向させる作用は、そのダイ
レクターの傾斜角度、すなわちダイレクターと液晶空気側表面とがなす角度を減少させる
作用に相当する。特に、空気界面側でのディスコティック液晶化合物のダイレクターの傾
斜角度を減じる作用を有する空気界面垂直配向促進剤を用いるのが好ましい。
　垂直配向促進剤の例には、配向膜に対して、排除体積効果、静電気的効果又は表面エネ
ルギー効果によって液晶性化合物を垂直に配向させる作用を及ぼす化合物、及び液晶性化
合物の配向時に空気界面に偏在し、その排除体積効果、静電気的効果、又は表面エネルギ
ー効果によって液晶性化合物を垂直に配向させる作用を及ぼす化合物が含まれる。
【０１１９】
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　配向膜界面側で液晶性化合物の分子を垂直に配向させるのを促進する化合物（配向膜界
面側垂直配向剤）としては、ピリジニウム誘導体が好適に用いられる。空気界面側で液晶
性化合物の分子を垂直に配向させるのを促進する化合物（空気界面側垂直配向剤）として
は、該化合物が空気界面側に偏在するのを促進する、フルオロ脂肪族基と、カルボキシル
基（－ＣＯＯＨ）、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）、ホスホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）
２｝及びそれらの塩からなる群より選ばれる１種以上の親水性基とを含む化合物が好適に
用いられる。また、これらの化合物を配合することによって、例えば、液晶性組成物を塗
布液として調製した場合に、該塗布液の塗布性が改善され、ムラ、ハジキの発生が抑制さ
れる。以下に垂直配向剤に関して詳細に説明する。
【０１２０】
［配向膜界面側垂直配向剤］
　本発明に使用可能な配向膜界面側垂直配向剤としては、下記式（ＩＩ）で表されるピリ
ジニウム誘導体（ピリジニウム塩）が好適に用いられる。該ピリジニウム誘導体の少なく
とも１種を前記液晶性組成物に添加することによって、ディスコティック液晶化合物の分
子を配向膜近傍で実質的に垂直に配向させることができる。
【０１２１】
【化２７】

【０１２２】
　式中、Ｌ23及びＬ24はそれぞれ二価の連結基を表す。
　Ｌ23は、単結合、－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｃ≡Ｃ－、－ＣＨ＝ＣＨ－
、－ＣＨ＝Ｎ－、－Ｎ＝ＣＨ－、－Ｎ＝Ｎ－、－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ
－、－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－ＣＯ－
、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－Ｏ－Ｃ
Ｏ－又は－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－であるのが好ましく、ＡＬは、炭素原子数が１～
１０のアルキレン基である。Ｌ23は、単結合、－Ｏ－、－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、－Ｏ－ＡＬ－
Ｏ－ＣＯ－、－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ－、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－Ｏ
－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ
－Ｏ－ＣＯ－又は－Ｏ－ＣＯ－ＡＬ－ＣＯ－Ｏ－が好ましく、単結合又は－Ｏ－が更に好
ましく、－Ｏ－が最も好ましい。
【０１２３】
　Ｌ24は、単結合、－Ｏ－、－Ｏ－ＣＯ－、－ＣＯ－Ｏ－、－Ｃ≡Ｃ－、－ＣＨ＝ＣＨ－
、－ＣＨ＝Ｎ－、－Ｎ＝ＣＨ－又は－Ｎ＝Ｎ－であるのが好ましく、－Ｏ－ＣＯ－又は－
ＣＯ－Ｏ－がより好ましい。ｍが２以上のとき、複数のＬ24が交互に、－Ｏ－ＣＯ－及び
－ＣＯ－Ｏ－であるのが更に好ましい。
【０１２４】
　Ｒ22は水素原子、無置換アミノ基、又は炭素原子数が１～２５の置換アミノ基である。
　Ｒ22が、ジアルキル置換アミノ基である場合、２つのアルキル基が互いに結合して含窒
素複素環を形成してもよい。このとき形成される含窒素複素環は、５員環又は６員環が好
ましい。Ｒ23は水素原子、無置換アミノ基、又は炭素原子数が２～１２のジアルキル置換
アミノ基であるのが更に好ましく、水素原子、無置換アミノ基、又は炭素原子数が２～８
のジアルキル置換アミノ基であるのがより更に好ましい。Ｒ23が無置換アミノ基及び置換
アミノ基である場合、ピリジニウム環の４位が置換されていることが好ましい。
【０１２５】
　Ｘはアニオンである。
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　Ｘは、一価のアニオンであることが好ましい。アニオンの例には、アニオンの例には、
ハロゲン陰イオン（例え、フッ素イオン、塩素イオン、臭素イオン、ヨウ素イオンなど）
、スルホネートイオン（例えば、メタンスルホン酸イオン、トリフルオロメタンスルホン
酸イオン、メチル硫酸イオン、ｐ－トルエンスルホン酸イオン、ｐ－クロロベンゼンスル
ホン酸イオン、１，３－ベンゼンジスルホン酸イオン、１，５－ナフタレンジスルホン酸
イオン、２，６－ナフタレンジスルホン酸イオンなど）、硫酸イオン、炭酸イオン、硝酸
イオン、チオシアン酸イオン、過塩素酸イオン、テトラフルオロほう酸イオン、ピクリン
酸イオン、酢酸イオン、ギ酸イオン、トリフルオロ酢酸イオン、リン酸イオン（例えば、
ヘキサフルオロリン酸イオン）、水酸イオンなどが挙げられる。Ｘは、好ましくは、ハロ
ゲン陰イオン、スルホネートイオン、水酸イオンである。
【０１２６】
　Ｙ22及びＹ23はそれぞれ、５又は６員環を部分構造として有する２価の連結基である。
　前記５又は６員環が置換基を有していてもよい。好ましくは、Ｙ22及びＹ23のうち少な
くとも１つは、置換基を有する５又は６員環を部分構造として有する２価の連結基である
。Ｙ22及びＹ23は、それぞれ独立に、置換基を有していてもよい６員環を部分構造として
有する２価の連結基であるのが好ましい。６員環は、脂肪族環、芳香族環（ベンゼン環）
及び複素環を含む。６員脂肪族環の例は、シクロヘキサン環、シクロヘキセン環及びシク
ロヘキサジエン環を含む。６員複素環の例は、ピラン環、ジオキサン環、ジチアン環、チ
イン環、ピリジン環、ピペリジン環、オキサジン環、モルホリン環、チアジン環、ピリダ
ジン環、ピリミジン環、ピラジン環、ピペラジン環及びトリアジン環を含む。６員環に、
他の６員環又は５員環が縮合していてもよい。
　置換基の例は、ハロゲン原子、シアノ、炭素原子数が１～１２のアルキル基及び炭素原
子数が１～１２のアルコキシ基を含む。アルキル基及びアルコキシ基は、炭素原子数が２
～１２のアシル基又は炭素原子数が２～１２のアシルオキシ基で置換されていてもよい。
置換基は、炭素原子数が１～１２（より好ましくは１～６、更に好ましくは１～３）のア
ルキル基であるのが好ましい。置換基は２以上であってもよく、例えば、Ｙ22及びＹ23が
フェニレン基である場合は、１～４の炭素原子数が１～１２（より好ましくは１～６、更
に好ましくは１～３）のアルキル基で置換されていてもよい。
【０１２７】
なお、ｍは１又は２であり、２であるのが好ましい。ｍが２のとき、複数のＹ23及びＬ24

は、互いに同一であっても異なっていてもよい。
【０１２８】
　Ｚ21は、ハロゲン置換フェニル、ニトロ置換フェニル、シアノ置換フェニル、炭素原子
数が１～２５のアルキル基で置換されたフェニル、炭素原子数が１～２５のアルコキシ基
で置換されたフェニル、炭素原子数が１～２５のアルキル基、炭素原子数が２～２５のア
ルキニル基、炭素原子数が１～２５のアルコキシ基、炭素原子数が１～２５のアルコキシ
カルボニル基、炭素原子数が７～２６のアリールオキシカルボニル基及び炭素原子数が７
～２６のアリールカルボニルオキシ基からなる群より選ばれる一価の基である。
　ｍが２の場合、Ｚ21は、シアノ、炭素原子数が１～２５のアルキル基又は炭素原子数が
１～２５のアルコキシ基であることが好ましく、炭素原子数４～２０のアルコキシ基であ
るのが更に好ましい。
　ｍが１の場合、Ｚ21は、炭素原子数が７～２５のアルキル基、炭素原子数が７～２５の
アルコキシ基、炭素原子数が７～２５のアシル置換アルキル基、炭素原子数が７～２５の
アシル置換アルコキシ基、炭素原子数が７～１２のアシルオキシ置換アルキル基又は炭素
原子数が７～２５のアシルオキシ置換アルコキシ基であることが好ましい。
【０１２９】
　アシル基は－ＣＯ－Ｒ、アシルオキシ基は－Ｏ－ＣＯ－Ｒで表され、Ｒは脂肪族基（ア
ルキル基、置換アルキル基、アルケニル基、置換アルケニル基、アルキニル基、置換アル
キニル基）又は芳香族基（アリール基、置換アリール基）である。Ｒは、脂肪族基である
ことが好ましく、アルキル基又はアルケニル基であることが更に好ましい。
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　ｐは、１～１０の整数である。ｐは、１又は２であることが特に好ましい。ＣpＨ2pは
、分岐構造を有していてもよい鎖状アルキレン基を意味する。ＣpＨ2pは、直鎖状アルキ
レン基（－（ＣＨ2）p－）であることが好ましい。
【０１３１】
　前記式（ＩＩ）で表される化合物の中でも、下記式（ＩＩ’）で表される化合物が好ま
しい。
【０１３２】
【化２８】

【０１３３】
　式（ＩＩ’）中、式（ＩＩ）と同一の符号は同一の意義であり、好ましい範囲も同様で
ある。Ｌ25はＬ24と同義であり、好ましい範囲も同様である。Ｌ24及びＬ25は、－Ｏ－Ｃ
Ｏ－又は－ＣＯ－Ｏ－であるのが好ましく、Ｌ24が－Ｏ－ＣＯ－で、かつＬ25が－ＣＯ－
Ｏ－であるのが好ましい。
【０１３４】
　Ｒ23、Ｒ24及びＲ25はそれぞれ、炭素原子数が１～１２（より好ましくは１～６、更に
好ましくは１～３）のアルキル基である。ｎ23は０～４、ｎ24は１～４、及びｎ25は０～
４を表す。ｎ23及びｎ25が０で、ｎ24が１～４（より好ましくは１～３）であるのが好ま
しい。
【０１３５】
　一般式（ＩＩ）で表される化合物の具体例としては、特開２００６－１１３５００号公
報明細書中［００５８］～［００６１］に記載の化合物が挙げられる。
【０１３６】
　その他にも一般式（ＩＩ）で表される化合物の具体例としては下記化合物が挙げられる
。但し、下記式中、アニオン（Ｘ-）は省略した。
【０１３７】
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【０１３８】
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【０１３９】
　以下に、一般式（ＩＩ’）で表される化合物の具体例を示す。但し、下記式中、アニオ
ン（Ｘ-）は省略した。
【０１４０】
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【０１４２】
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【０１４４】
　式（ＩＩ）のピリジニウム誘導体は、一般にピリジン環をアルキル化（メンシュトキン
反応）して得られる。
【０１４５】
　前記位相差層形成用の組成物中における前記ピリジニウム誘導体の含有量の好ましい範
囲は、その用途によって異なるが、前記組成物（塗布液として調製した場合は溶媒を除い
た液晶性組成物）中、０．００５～８質量％であるのが好ましく、０．０１～５質量％で
あるのがより好ましい。
【０１４６】
［空気界面側垂直配向剤］
　本発明における空気界面側垂直配向剤としては、下記フッ素系ポリマー又は一般式（Ｉ
ＩＩ）で表される含フッ素化合物が好適に用いられる。
【０１４７】
　フッ素系ポリマー：フルオロ脂肪族基含有モノマーより誘導される繰り返し単位と下記
式（ＩＩ）で表される繰り返し単位とを含む共重合体
【０１４８】



(50) JP 2012-177908 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

【化３５】

【０１４９】
　式中、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子又は置換基を表し；Ｌは下記の
連結基群から選ばれる２価の連結基又は下記の連結基群から選ばれる２つ以上を組み合わ
せて形成される２価の連結基を表し、
（連結基群）
　単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＮＲ4－（Ｒ4は水素原子、アルキル基、アリール基、又
はアラルキル基を表す）、－Ｓ－、－ＳＯ2－、－Ｐ（＝Ｏ）（ＯＲ5）－（Ｒ5はアルキ
ル基、アリール基、又はアラルキル基を表す）、アルキレン基及びアリーレン基；
　Ｑはカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくは
その塩、又はホスホノキシ｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しくはその塩を表す。
【０１５０】
　下記式（ＩＩＩ）で表される含フッ素化合物
　（ＩＩＩ）
（Ｒ0）m－Ｌ0－（Ｗ）n

　式中、Ｒ0はアルキル基、末端にＣＦ3基を有するアルキル基、又は末端にＣＦ2Ｈ基を
有するアルキル基を表し、ｍは１以上の整数を表す。複数個のＲ0は同一でも異なってい
てもよいが、少なくとも一つは末端にＣＦ3基又はＣＦ2Ｈ基を有するアルキル基を表す。
Ｌ0は（ｍ＋ｎ）価の連結基を表し、Ｗはカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩
、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、又はホスホノキシ｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2

｝若しくはその塩を表し、ｎは１以上の整数を表す。
【０１５１】
　まず、フッ素系ポリマーについて説明する。
　本発明に使用可能なフッ素系ポリマーは、フルオロ脂肪族基と、カルボキシル基（－Ｃ
ＯＯＨ）、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）、ホスホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝及びそ
れらの塩からなる群より選ばれる１種以上の親水性基とを含有することを特徴とする。ポ
リマーの種類としては、「改訂　高分子合成の化学」（大津隆行著、発行：株式会社化学
同人、１９６８）１～４ページに記載があり、例えば、ポリオレフィン類、ポリエステル
類、ポリアミド類、ポリイミド類、ポリウレタン類、ポリカーボネート類、ポリスルホン
類、ポリカーボナート類、ポリエーテル類、ポリアセタール類、ポリケトン類、ポリフェ
ニレンオキシド類、ポリフェニレンスルフィド類、ポリアリレート類、ＰＴＦＥ類、ポリ
ビニリデンフロライド類、セルロース誘導体などが挙げられる。前記フッ素系ポリマーは
、ポリオレフィン類であることが好ましい。
【０１５２】
　前記フッ素系ポリマーは、フルオロ脂肪族基を側鎖に有するポリマーである。前記フル
オロ脂肪族基は、炭素数１～１２であるのが好ましく、６～１０であるのがより好ましい
。脂肪族基は、鎖状であっても環状であってもよく、鎖状である場合は直鎖状であっても
分岐鎖状であってもよい。中でも、直鎖状の炭素数６～１０のフルオロ脂肪族基が好まし
い。フッ素原子による置換の程度については特に制限はないが、脂肪族基中の５０％以上
の水素原子がフッ素原子に置換されているのが好ましく、６０％以上が置換されているの
がより好ましい。フルオロ脂肪族基は、エステル結合、アミド結合、イミド結合、ウレタ
ン結合、ウレア結合、エーテル結合、チオエーテル結合、芳香族環などを介してポリマー
主鎖と結合した側鎖に含まれる。フルオロ脂肪族基の一つは、テロメリゼーション法（テ



(51) JP 2012-177908 A 2012.9.13

10

20

30

40

50

ロマー法ともいわれる）又はオリゴメリゼーション法（オリゴマー法ともいわれる）によ
り製造されたフルオロ脂肪族化合物から導かれるものである。これらのフルオロ脂肪族化
合物の製造法に関しては、例えば、「フッ素化合物の合成と機能」（監修：石川延男、発
行：株式会社シーエムシー、１９８７）の１１７～１１８ページや、「Ｃｈｅｍｉｓｔｒ
ｙ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｌｕｏｒｉｎｅ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄｓ　ＩＩ」（Ｍｏｎｏ
ｇｒａｐｈ　１８７，Ｅｄ　ｂｙ　Ｍｉｌｏｓ　Ｈｕｄｌｉｃｋｙ　ａｎｄ　Ａｔｔｉｌ
ａ　Ｅ．Ｐａｖｌａｔｈ，Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　１９
９５）の７４７－７５２ページに記載されている。テロメリゼーション法とは、ヨウ化物
等の連鎖移動常数の大きいアルキルハライドをテローゲンとして、テトラフルオロエチレ
ン等のフッ素含有ビニル化合物のラジカル重合を行い、テロマーを合成する方法である（
Ｓｃｈｅｍｅ－１に例を示した）。
【０１５３】
【化３６】

【０１５４】
　得られた、末端ヨウ素化テロマーは通常、例えば［Ｓｃｈｅｍｅ２］のごとき適切な末
端化学修飾を施され、フルオロ脂肪族化合物へと導かれる。これらの化合物は必要に応じ
、更に所望のモノマー構造へと変換され、フルオロ脂肪族基含有ポリマーの製造に使用さ
れる。
【０１５５】

【化３７】

【０１５６】
　本発明に使用可能なフッ素系ポリマーの製造に利用可能なモノマーの具体例としては、
特開２００６－１１３５００公報の段落［００７５］～［００８１］に記載の化合物等が
挙げられるが、本発明はそれら具体例によってなんら制限されるものではない。
【０１５７】
　本発明に使用可能なフッ素系ポリマーの一態様は、フルオロ脂肪族基含有モノマーより
誘導される繰り返し単位と、下記式（ＩＩ）で表される親水性基を含有する繰り返し単位
とを有する共重合体である。
【０１５８】
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【化３８】

【０１５９】
　上記式（ＩＩ）において、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3はそれぞれ独立に、水素原子又は置換基を
表す。Ｑはカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）又はその塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）又はその
塩、ホスホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝又はその塩を表す。Ｌは下記の連結基
群から選ばれる任意の基、又はそれらの２つ以上を組み合わせて形成される２価の連結基
を表す。
（連結基群）
　単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＮＲb－（Ｒbは水素原子、アルキル基、アリール基、又
はアラルキル基を表す）、－Ｓ－、－ＳＯ2－、－Ｐ（＝Ｏ）（ＯＲc）－（Ｒcはアルキ
ル基、アリール基、又はアラルキル基を表す）、アルキレン基及びアリーレン基。
【０１６０】
　式（ＩＩ）中、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子又は下記に例示した置
換基群から選ばれる置換基を表す。
（置換基群）
　アルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好まし
くは炭素数１～８のアルキル基であり、例えば、メチル基、エチル基、イソプロピル基、
ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－デシル基、ｎ－ヘキサデシル基、シクロプロ
ピル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基などが挙げられる）、アルケニル基（好ま
しくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８の
アルケニル基であり、例えば、ビニル基、アリル基、２－ブテニル基、３－ペンテニル基
などが挙げられる）、アルキニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数
２～１２、特に好ましくは炭素数２～８のアルキニル基であり、例えば、プロパルギル基
、３－ペンチニル基などが挙げられる）、アリール基（好ましくは炭素数６～３０、より
好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２のアリール基であり、例えば
、フェニル基、ｐ－メチルフェニル基、ナフチル基などが挙げられる）、アラルキル基（
好ましくは炭素数７～３０、より好ましくは炭素数７～２０、特に好ましくは炭素数７～
１２のアラルキル基であり、例えば、ベンジル基、フェネチル基、３－フェニルプロピル
基などが挙げられる）、置換若しくは無置換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、よ
り好ましくは炭素数０～１０、特に好ましくは炭素数０～６のアミノ基であり、例えば、
無置換アミノ基、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、アニリノ基な
どが挙げられる）、
【０１６１】
アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好まし
くは炭素数１～１０のアルコキシ基であり、例えば、メトキシ基、エトキシ基、ブトキシ
基などが挙げられる）、アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ま
しくは炭素数２～１６、特に好ましくは２～１０のアルコキシカルボニル基であり、例え
ば、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基などが挙げられる）、アシルオキシ基
（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは２～１０
のアシルオキシ基であり、例えば、アセトキシ基、ベンゾイルオキシ基などが挙げられる
）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に
好ましくは炭素数２～１０のアシルアミノ基であり、例えばアセチルアミノ基、ベンゾイ
ルアミノ基などが挙げられる）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～
２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２のアルコキシカル
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ボニルアミノ基であり、例えば、メトキシカルボニルアミノ基などが挙げられる）、アリ
ールオキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～
１６、特に好ましくは炭素数７～１２のアリールオキシカルボニルアミノ基であり、例え
ば、フェニルオキシカルボニルアミノ基などが挙げられる）、スルホニルアミノ基（好ま
しくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２
のスルホニルアミノ基であり、例えば、メタンスルホニルアミノ基、ベンゼンスルホニル
アミノ基などが挙げられる）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ま
しくは炭素数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２のスルファモイル基であり、例え
ば、スルファモイル基、メチルスルファモイル基、ジメチルスルファモイル基、フェニル
スルファモイル基などが挙げられる）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のカルバモイル基であり、
例えば、無置換のカルバモイル基、メチルカルバモイル基、ジエチルカルバモイル基、フ
ェニルカルバモイル基などが挙げられる）、
【０１６２】
アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ま
しくは炭素数１～１２のアルキルチオ基であり、例えば、メチルチオ基、エチルチオ基な
どが挙げられる）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数
６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２のアリールチオ基であり、例えば、フェニルチ
オ基などが挙げられる）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭
素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のスルホニル基であり、例えば、メシル基
、トシル基などが挙げられる）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ま
しくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のスルフィニル基であり、例えば
、メタンスルフィニル基、ベンゼンスルフィニル基などが挙げられる）、ウレイド基（好
ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１
２のウレイド基であり、例えば、無置換のウレイド基、メチルウレイド基、フェニルウレ
イド基などが挙げられる）、リン酸アミド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましく
は炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のリン酸アミド基であり、例えば、ジ
エチルリン酸アミド基、フェニルリン酸アミド基などが挙げられる）、ヒドロキシ基、メ
ルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、シ
アノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒド
ラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましくは１～１２
のヘテロ環基であり、例えば、窒素原子、酸素原子、硫黄原子等のヘテロ原子を有するヘ
テロ環基であり、例えば、イミダゾリル基、ピリジル基、キノリル基、フリル基、ピペリ
ジル基、モルホリノ基、ベンゾオキサゾリル基、ベンズイミダゾリル基、ベンズチアゾリ
ル基などが挙げられる）、シリル基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素
数３～３０、特に好ましくは、炭素数３～２４のシリル基であり、例えば、トリメチルシ
リル基、トリフェニルシリル基などが挙げられる）が含まれる。これらの置換基は更にこ
れらの置換基によって置換されていてもよい。また、置換基を二つ以上有する場合は、同
じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１６３】
　Ｒ1、Ｒ2及びＲ3はそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、ハロゲン原子（例えば、
フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子等）、又は後述する－Ｌ－Ｑで表される基
であることが好ましく、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、塩素原子、－Ｌ－Ｑで表
される基であることがより好ましく、水素原子、炭素数１～４のアルキル基であることが
特に好ましく、水素原子、炭素数１～２のアルキル基であることが最も好ましい。該アル
キル基の具体例としては、メチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ
－ブチル基等が挙げられる。該アルキル基は、適当な置換基を有していても良い。該置換
基としては、ハロゲン原子、アリール基、ヘテロ環基、アルコキシル基、アリールオキシ
基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アシル基、ヒドロキシル基、アシルオキシ基、ア
ミノ基、アルコキシカルボニル基、アシルアミノ基、オキシカルボニル基、カルバモイル
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基、スルホニル基、スルファモイル基、スルホンアミド基、スルホリル基、カルボキシル
基などが挙げられる。なお、アルキル基の炭素数は、置換基の炭素原子を含まない。以下
、他の基の炭素数についても同様である。
【０１６４】
　Ｌは、上記連結基群から選ばれる２価の連結基、又はそれらの２つ以上を組み合わせて
形成される２価の連結基を表す。上記連結基群中、－ＮＲb－のＲbは、水素原子、アルキ
ル基、アリール基又はアラルキル基を表し、好ましくは水素原子又はアルキル基である。
また、－ＰＯ（ＯＲc）－のＲcはアルキル基、アリール基又はアラルキル基を表し、好ま
しくはアルキル基である。Ｒb及びＲcがアルキル基、アリール基又はアラルキル基を表す
場合の炭素数は「置換基群」で説明したものと同じである。Ｌとしては、単結合、－Ｏ－
、－ＣＯ－、－ＮＲb－、－Ｓ－、－ＳＯ2－、アルキレン基又はアリーレン基を含むこと
が好ましく、－ＣＯ－、－Ｏ－、－ＮＲb－、アルキレン基又はアリーレン基を含んでい
ることが特に好ましい。Ｌがアルキレン基を含む場合、アルキレン基の炭素数は好ましく
は１～１０、より好ましくは１～８、特に好ましくは１～６である。特に好ましいアルキ
レン基の具体例として、メチレン、エチレン、トリメチレン、テトラブチレン、ヘキサメ
チレン基等が挙げられる。Ｌが、アリーレン基を含む場合、アリーレン基の炭素数は、好
ましくは６～２４、より好ましくは６～１８、特に好ましくは６～１２である。特に好ま
しいアリーレン基の具体例として、フェニレン、ナフチレン基等が挙げられる。Ｌが、ア
ルキレン基とアリーレン基を組み合わせて得られる２価の連結基（即ちアラルキレン基）
を含む場合、アラルキレン基の炭素数は、好ましくは７～３４、より好ましくは７～２６
、特に好ましくは７～１６である。特に好ましいアラルキレン基の具体例として、フェニ
レンメチレン基、フェニレンエチレン基、メチレンフェニレン基等が挙げられる。Ｌとし
て挙げられた基は、適当な置換基を有していてもよい。このような置換基としては先にＲ
1～Ｒ3における置換基として挙げた置換基と同様なものを挙げることができる。Ｌの具体
的構造としては、特開２００６－１１３５００公報の段落［００９０］～［００９１］に
記載の構造等が挙げられるが、本発明はそれら具体例によってなんら制限されるものでは
ない。
【０１６５】
　前記式（ＩＩ）中、Ｑはカルボキシル基、カルボキシル基の塩（例えばリチウム塩、ナ
トリウム塩、カリウム塩、アンモニウム塩（例えばアンモニウム、テトラメチルアンモニ
ウム、トリメチル－２－ヒドロキシエチルアンモニウム、テトラブチルアンモニウム、ト
リメチルベンジルアンモニウム、ジメチルフェニルアンモニウムなど）、ピリジニウム塩
など）、スルホ基、スルホ基の塩（塩を形成するカチオンの例は上記カルボキシル基に記
載のものと同じ）、ホスホノキシ基、ホスホノキシ基の塩（塩を形成するカチオンの例は
上記カルボキシル基に記載のものと同じ）を表す。より好ましくはカルボキシル基、スル
ホ基、ホスホ基であり、特に好ましいのはカルボキシル基又はスルホ基である。
【０１６６】
　前記フッ素系ポリマーは、前記式（ＩＩ）で表される繰り返し単位を１種含んでいても
よいし、２種以上含んでいてもよい。また、前記フッ素系ポリマーは、上記各繰り返し単
位以外の他の繰り返し単位を１種又は２種以上有していてもよい。前記他の繰り返し単位
については特に制限されず、通常のラジカル重合反応可能なモノマーから誘導される繰り
返し単位が好ましい例として挙げられる。以下、他の繰り返し単位を誘導するモノマーの
具体例を挙げる。前記フッ素系ポリマーは、下記モノマー群から選ばれる１種又は２種以
上のモノマーから誘導される繰り返し単位を含有していてもよい。
【０１６７】
モノマー群
　（１）アルケン類
　エチレン、プロピレン、１－ブテン、イソブテン、１－ヘキセン、１－ドデセン、１－
オクタデセン、１－エイコセン、ヘキサフルオロプロペン、フッ化ビニリデン、クロロト
リフルオロエチレン、３，３，３－トリフルオロプロピレン、テトラフルオロエチレン、
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塩化ビニル、塩化ビニリデンなど；
　（２）ジエン類
　１，３－ブタジエン、イソプレン、１，３－ペンタジエン、２－エチル－１，３－ブタ
ジエン、２－ｎ－プロピル－１，３－ブタジエン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエ
ン、２－メチル－１，３－ペンタジエン、１－フェニル－１，３－ブタジエン、１－α－
ナフチル－１，３－ブタジエン、１－β－ナフチル－１，３－ブタジエン、２－クロロ－
１，３－ブタジエン、１－ブロモ－１，３－ブタジエン、１－クロロブタジエン、２－フ
ルオロ－１，３－ブタジエン、２，３－ジクロロ－１，３－ブタジエン、１，１，２－ト
リクロロ－１，３－ブタジエン及び２－シアノ－１，３－ブタジエン、１，４－ジビニル
シクロヘキサンなど；
【０１６８】
　（３）α，β－不飽和カルボン酸の誘導体
　（３ａ）アルキルアクリレート類
　メチルアクリレート、エチルアクリレート、ｎ－プロピルアクリレート、イソプロピル
アクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、イソブチルアクリレート、ｓｅｃ－ブチルアク
リレート、ｔｅｒｔ－ブチルアクリレート、アミルアクリレート、ｎ－ヘキシルアクリレ
ート、シクロヘキシルアクリレート、２－エチルへキシルアクリレート、ｎ－オクチルア
クリレート、ｔｅｒｔ－オクチルアクリレート、ドデシルアクリレート、フェニルアクリ
レート、ベンジルアクリレート、２－クロロエチルアクリレート、２－ブロモエチルアク
リレート、４－クロロブチルアクリレート、２－シアノエチルアクリレート、２－アセト
キシエチルアクリレート、メトキシベンジルアクリレート、２－クロロシクロヘキシルア
クリレート、フルフリルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレート、２－メト
キシエチルアクリレート、ω－メトキシポリエチレングリコールアクリレート（ポリオキ
シエチレンの付加モル数：ｎ＝２ないし１００のもの）、３－メトキシブチルアクリレー
ト、２－エトキシエチルアクリレート、２－ブトキシエチルアクリレート、２－（２－ブ
トキシエトキシ）エチルアクリレート、１－ブロモ－２－メトキシエチルアクリレート、
１，１－ジクロロ－２－エトキシエチルアクリレート、グリシジルアクリレートなど）；
【０１６９】
　（３ｂ）アルキルメタクリレート類
　メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－プロピルメタクリレート、イソプ
ロピルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、イソブチルメタクリレート、ｓｅｃ
－ブチルメタクリレート、ｔｅｒｔ－ブチルメタクリレート、アミルメタクリレート、ｎ
－ヘキシルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタク
リレート、ｎ－オクチルメタクリレート、ステアリルメタクリレート、ベンジルメタクリ
レート、フェニルメタクリレート、アリルメタクリレート、フルフリルメタクリレート、
テトラヒドロフルフリルメタクリレート、クレジルメタクリレート、ナフチルメタクリレ
ート、２－メトキシエチルメタクリレート、３－メトキシブチルメタクリレート、ω－メ
トキシポリエチレングリコールメタクリレート（ポリオキシエチレンの付加モル数：ｎ＝
２ないし１００のもの）、２－アセトキシエチルメタクリレート、２－エトキシエチルメ
タクリレート、２－ブトキシエチルメタクリレート、２－（２－ブトキシエトキシ）エチ
ルメタクリレート、グリシジルメタクリレート、３－トリメトキシシリルプロピルメタク
リレート、アリルメタクリレート、２－イソシアナトエチルメタクリレートなど；
【０１７０】
　（３ｃ）不飽和多価カルボン酸のジエステル類
　マレイン酸ジメチル、マレイン酸ジブチル、イタコン酸ジメチル、タコン酸ジブチル、
クロトン酸ジブチル、クロトン酸ジヘキシル、フマル酸ジエチル、フマル酸ジメチルなど
；
【０１７１】
　（３ｄ）α、β－不飽和カルボン酸のアミド類
　Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ－ｎ－プロピ
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ルアクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔブチルアクリルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔオクチルメタクリ
ルアミド、Ｎ－シクロヘキシルアクリルアミド、Ｎ－フェニルアクリルアミド、Ｎ－（２
－アセトアセトキシエチル）アクリルアミド、Ｎ－ベンジルアクリルアミド、Ｎ－アクリ
ロイルモルフォリン、ジアセトンアクリルアミド、Ｎ－メチルマレイミドなど；
【０１７２】
　（４）不飽和ニトリル類
　アクリロニトリル、メタクリロニトリルなど；
　（５）スチレン及びその誘導体
　スチレン、ビニルトルエン、エチルスチレン、ｐ－ｔｅｒｔブチルスチレン、ｐ－ビニ
ル安息香酸メチル、α－メチルスチレン、ｐ－クロロメチルスチレン、ビニルナフタレン
、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－ヒドロキシメチルスチレン、ｐ－アセトキシスチレンなど
；
　（６）ビニルエステル類
　酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、イソ酪酸ビニル、安息香酸ビニル、サ
リチル酸ビニル、クロロ酢酸ビニル、メトキシ酢酸ビニル、フェニル酢酸ビニルなど；
【０１７３】
　（７）ビニルエーテル類
　メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプ
ロピルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチルビニルエーテル、ｔｅｒ
ｔ－ブチルビニルエーテル、ｎ－ペンチルビニルエーテル、ｎ－ヘキシルビニルエーテル
、ｎ－オクチルビニルエーテル、ｎ－ドデシルビニルエーテル、ｎ－エイコシルビニルエ
ーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、フルオロ
ブチルビニルエーテル、フルオロブトキシエチルビニルエーテルなど；及び
　（８）その他の重合性単量体
　Ｎ－ビニルピロリドン、メチルビニルケトン、フェニルビニルケトン、メトキシエチル
ビニルケトン、２－ビニルオキサゾリン、２－イソプロペニルオキサゾリンなど。
【０１７４】
　前記フッ素系ポリマー中、フルオロ脂肪族基含有モノマーの量は、該ポリマーの構成モ
ノマー総量の５質量％以上であるのが好ましく、１０質量％以上であるのがより好ましく
、３０質量％以上であるのが更に好ましい。前記フッ素系ポリマーにおいて、前記式（Ｉ
Ｉ）で表される繰り返し単位の量は、該フッ素ポリマーの構成モノマー総量の０．５質量
％以上であるのが好ましく、１～２０質量％であるのがより好ましく、１～１０質量％で
あるのが更に好ましい。上記の質量百分率は使用するモノマーの分子量により好ましい範
囲の数値が変動し易いため、ポリマーの単位質量当たりの官能基モル数で表す方が、式（
ＩＩ）で表される繰り返し単位の含有量を正確に規定できる。該表記を用いた場合、前記
フッ素系ポリマー中に含有される親水性基（式（ＩＩ）中のＱ）の好ましい量は、０．１
ｍｍｏｌ／ｇ～１０ｍｍｏｌ／ｇであり、より好ましい量は０．２ｍｍｏｌ／ｇ～８ｍｍ
ｏｌ／ｇである。
【０１７５】
　本発明に用いる前記フッ素系ポリマーの質量平均分子量は１，０００，０００以下であ
るのが好ましく、５００，０００以下であるのがより好ましく、１００，０００以下であ
るのが更に好ましい。質量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰ
Ｃ）を用いて、ポリスチレン（ＰＳ）換算の値として測定可能である。
【０１７６】
　前記フッ素系ポリマーの重合方法は、特に限定されるものではないが、例えば、ビニル
基を利用したカチオン重合やラジカル重合、あるいは、アニオン重合等の重合方法を採る
ことができ、これらの中ではラジカル重合が汎用に利用できる点で特に好ましい。ラジカ
ル重合の重合開始剤としては、ラジカル熱重合開始剤や、ラジカル光重合開始剤等の公知
の化合物を使用することができるが、特に、ラジカル熱重合開始剤を使用することが好ま
しい。ここで、ラジカル熱重合開始剤は、分解温度以上に加熱することにより、ラジカル
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を発生させる化合物である。このようなラジカル熱重合開始剤としては、例えば、ジアシ
ルパーオキサイド（アセチルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイド等）、ケトンパ
ーオキサイド（メチルエチルケトンパーオキサイド、シクロヘキサノンパーオキサイド等
）、ハイドロパーオキサイド（過酸化水素、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、
クメンハイドロパーオキサイド等）、ジアルキルパーオキサイド（ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
パーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ジラウロイルパーオキサイド等）、パーオキ
シエステル類（ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシアセテート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシピ
バレート等）、アゾ系化合物（アゾビスイソブチロニトリル、アゾビスイソバレロニトリ
ル等）、過硫酸塩類（過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム、過硫酸カリウム等）が挙
げられる。このようなラジカル熱重合開始剤は、１種を単独で使用することもできるし、
あるいは２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【０１７７】
　ラジカル重合方法は、特に制限されるものでなく、乳化重合法、懸濁重合法、塊状重合
法、溶液重合法等を採ることが可能である。典型的なラジカル重合方法である溶液重合に
ついて更に具体的に説明する。他の重合方法についても概要は同等であり、その詳細は例
えば「高分子科学実験法」高分子学会編（東京化学同人、１９８１年）等に記載されてい
る。
【０１７８】
　溶液重合を行うためには有機溶媒を使用する。これらの有機溶媒は本発明の目的、効果
を損なわない範囲で任意に選択可能である。これらの有機溶媒は通常、大気圧下での沸点
が５０～２００℃の範囲内の値を有する有機化合物であり、各構成成分を均一に溶解させ
る有機化合物が好ましい。好ましい有機溶媒の例を示すと、イソプロパノール、ブタノー
ル等のアルコール類；ジブチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、テトラ
ヒドロフラン、ジオキサン等のエーテル類；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン類；酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸アミル、
γ－ブチロラクトン等のエステル類；ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素
類；が挙げられる。なお、これらの有機溶媒は、１種単独又は２種以上を組み合わせて用
いることが可能である。更に、モノマーや生成するポリマーの溶解性の観点から上記有機
溶媒に水を併用した水混合有機溶媒も適用可能である。
【０１７９】
　また、溶液重合条件も特に制限されるものではないが、例えば、５０～２００℃の温度
範囲内で、１０分～３０時間加熱することが好ましい。更に、発生したラジカルが失活し
ないように、溶液重合中はもちろんのこと、溶液重合開始前にも、不活性ガスパージを行
うことが好ましい。不活性ガスとしては通常窒素ガスが好適に用いられる。
【０１８０】
　前記フッ素系ポリマーを好ましい分子量範囲で得るためには、連鎖移動剤を用いたラジ
カル重合法が特に有効である。連鎖移動剤としてはメルカプタン類（例えば、オクチルメ
ルカプタン、デシルメルカプタン、ドデシルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプ
タン、オクタデシルメルカプタン、チオフェノール、ｐ－ノニルチオフェノール等）、ポ
リハロゲン化アルキル（例えば、四塩化炭素、クロロホルム、１，１，１－トリクロロエ
タン、１，１，１－トリブロモオクタンなど）、低活性モノマー類（α－メチルスチレン
、α－メチルスチレンダイマー等）のいずれも用いることができるが、好ましくは炭素数
４～１６のメルカプタン類である。これらの連鎖移動剤の使用量は、連鎖移動剤の活性や
モノマーの組み合わせ、重合条件などにより著しく影響され精密な制御が必要であるが、
通常は使用するモノマーの全モル数に対して０．０１モル％～５０モル％程度であり、好
ましくは０．０５モル％～３０モル％、特に好ましくは０．０８モル％～２５モル％であ
る。これらの連鎖移動剤は、重合過程において重合度を制御するべき対象のモノマーと同
時に系内に存在させればよく、その添加方法については特に問わない。モノマーに溶解し
て添加してもよいし、モノマーと別途に添加することも可能である。
【０１８１】
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　なお、本発明のフッ素系ポリマーは、ディスコティック液晶化合物の配向状態を固定化
するために置換基として重合性基を有するものも好ましい。
【０１８２】
　フッ素系ポリマーとして本発明に好ましく用いられるフルオロ脂肪族基含有共重合体の
具体例として、特開２００６－１１３５００公報の段落［０１１０］～［０１１４］に記
載の化合物等が挙げられるが、本発明はそれら具体例によってなんら制限されるものでは
ない。
【０１８３】
　本発明に用いられるフッ素系ポリマーは、公知慣用の方法で製造することができる。例
えば先にあげたフルオロ脂肪族基を有するモノマー、水素結合性基を有するモノマー等を
含む有機溶媒中に、汎用のラジカル重合開始剤を添加し、重合させることにより製造でき
る。また、場合によりその他の付加重合性不飽和化合物を、更に添加して上記と同じ方法
にて製造することができる。各モノマーの重合性に応じ、反応容器にモノマーと開始剤を
滴下しながら重合する滴下重合法なども、均一な組成のポリマーを得るために有効である
。
【０１８４】
　組成物中における前記フッ素系ポリマーの含有量の好ましい範囲は、その用途によって
異なるが、位相差層の形成に用いる場合は、組成物（塗布液である場合は溶媒を除いた組
成物）中、０．００５～８質量％であるのが好ましく、０．０１～５質量％であるのがよ
り好ましく、０．０５～３質量％であるのが更に好ましい。前記フッ素系ポリマーの添加
量が０．００５質量％未満では効果が不十分であり、また８質量％より多くなると、塗膜
の乾燥が十分に行われなくなったり、光学フィルムとしての性能（例えばレターデーショ
ンの均一性等）に悪影響を及ぼす。
【０１８５】
　次に、式（ＩＩＩ）で表される含フッ素化合物について説明する。
　（ＩＩＩ）　（Ｒ0）m－Ｌ0－（Ｗ）n

　式（ＩＩＩ）中、Ｒ0は含フッ素化合物の疎水性基として機能する。Ｒ0で表されるアル
キル基は置換若しくは無置換のアルキル基であり、直鎖状であっても分岐鎖状であっても
よく、好ましくは炭素数１～２０のアルキル基であり、更に好ましくは４～１６のアルキ
ル基であり、特に好ましくは６～１６のアルキル基である。該置換基としては後述の置換
基群Ｄとして例示した置換基のいずれかを適用できる。Ｒ0で表される末端にＣＦ3基を有
するアルキル基は、好ましくは炭素数１～２０であり、更に好ましくは４～１６であり、
特に好ましくは４～８である。前記末端にＣＦ3基を有するアルキル基は、アルキル基に
含まれる水素原子の一部又は全部がフッ素原子で置換されたアルキル基である。アルキル
基中の水素原子の５０％以上がフッ素原子で置換されているのが好ましく、６０％以上が
置換されているのがより好ましく、７０％以上を置換されているのが特に好ましい。残り
の水素原子は、更に後述の置換基群Ｄとして例示された置換基によって置換されていても
よい。Ｒ0で表される末端にＣＦ2Ｈ基を有するアルキル基は、好ましくは炭素数１～２０
であり、更に好ましくは４～１６であり、特に好ましくは４～８である。前記末端にＣＦ

2Ｈ基を有するアルキル基は、アルキル基に含まれる水素原子の一部又は全部がフッ素原
子で置換されたアルキル基である。アルキル基中の水素原子の５０％以上がフッ素原子で
置換されているのが好ましく、６０％以上が置換されているのがより好ましく、７０％以
上を置換されているのが特に好ましい。残りの水素原子は、更に後述の置換基群Ｄとして
例示された置換基によって置換されていてもよい。Ｒ0で表される末端にＣＦ3基を有する
アルキル基、又は末端にＣＦ2Ｈ基を有するアルキル基の例を以下に示す。
【０１８６】
Ｒ１：ｎ－Ｃ8Ｆ17－
Ｒ２：ｎ－Ｃ6Ｆ13－
Ｒ３：ｎ－Ｃ4Ｆ9－
Ｒ４：ｎ－Ｃ8Ｆ17－（ＣＨ2）2－
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Ｒ５：ｎ－Ｃ6Ｆ13－（ＣＨ2）2－
Ｒ６：ｎ－Ｃ4Ｆ9－（ＣＨ2）2－
Ｒ７：Ｈ－（ＣＦ2）8－
Ｒ８：Ｈ－（ＣＦ2）6－
Ｒ９：Ｈ－（ＣＦ2）4－
Ｒ１０：Ｈ－（ＣＦ2）8－（ＣＨ2）－
Ｒ１１：Ｈ－（ＣＦ2）6－（ＣＨ2）－
Ｒ１２：Ｈ－（ＣＦ2）4－（ＣＨ2）－
【０１８７】
　式（ＩＩＩ）において、Ｌ0で表される（ｍ＋ｎ）価の連結基は、アルキレン基、アル
ケニレン基、芳香族基、ヘテロ環基、－ＣＯ－、－ＮＲ－（Ｒは炭素原子数が１～５のア
ルキル基又は水素原子）、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ2－からなる群より選ばれ
る基を少なくとも二つ組み合わせた連結基であることが好ましい。
【０１８８】
　式（ＩＩＩ）において、Ｗはカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基
（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、又はホスホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しく
はその塩を表す。Ｗの好ましい範囲は、式（ＩＩ）におけるＱと同一である。
【０１８９】
　前記式（ＩＩＩ）で表される含フッ素化合物の中でも、下記式（ＩＩＩ）－ａ又は式（
ＩＩＩ）－ｂで表される化合物が好ましい。
【０１９０】

【化３９】

【０１９１】
　式（ＩＩＩ）－ａ中、Ｒ4及びＲ5は各々アルキル基、末端にＣＦ3基を有するアルキル
基、又は末端にＣＦ2Ｈ基を有するアルキル基を表すが、Ｒ4及びＲ5が同時にアルキル基
であることはない。Ｗ1及びＷ2は各々水素原子、カルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくは
その塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、ホスホノキシ｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ
）2｝若しくはその塩、又は置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を
有するアルキル基、アルコキシ基、又はアルキルアミノ基を表すが、Ｗ1及びＷ2が同時に
水素原子であることはない。
【０１９２】
　式（ＩＩＩ）－ｂ　　（Ｒ6－Ｌ2－）m2（Ａｒ1）－Ｗ3

【０１９３】
　式（ＩＩＩ）－ｂ中、Ｒ6はアルキル基、末端にＣＦ3基を有するアルキル基、又は末端
にＣＦ2Ｈ基を有するアルキル基を表し、ｍ２は１以上の整数を表し、複数個のＲ6は同一
でも異なっていてもよいが、少なくとも一つは末端にＣＦ3基又はＣＦ2Ｈ基を有するアル
キル基を表す。Ｌ2は、アルキレン基、芳香族基、－ＣＯ－、－ＮＲ－（Ｒは炭素原子数
が１～５のアルキル基又は水素原子）、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ2－及びそれ
らの組み合わせからなる群より選ばれる二価の連結基を表し、複数個のＬ2は同一でも異
なっていてもよい。Ａｒ1は芳香族炭化水素環又は芳香族ヘテロ環を表し、Ｗ3はカルボキ
シル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、ホスホ
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ノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しくはその塩、又は置換基としてカルボキシル
基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルキル基、アルコキシ基、又はアルキルアミノ
基を表す。
【０１９４】
　まず、前記式（ＩＩＩ）－ａについて説明する。
　Ｒ4及びＲ5は前記式（ＩＩＩ）におけるＲ0と同義であり、その好ましい範囲も同一で
ある。Ｗ1及びＷ2で表されるカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基（
－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、ホスホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しくはその
塩は前記式（ＩＩＩ）におけるＷと同義でありその好ましい範囲も同一である。Ｗ1及び
Ｗ2で表される置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルキ
ル基は、直鎖状であっても分岐鎖状であってもよく、好ましくは炭素数１～２０のアルキ
ル基であり、更に好ましくは１～８のアルキル基であり、特に好ましくは１～３のアルキ
ル基である。前記置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアル
キル基は、少なくとも一つのカルボキシル基、スルホ基、又はホスホノキシ基を有してい
ればよく、カルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基としては、前記式（ＩＩＩ）中の
Ｗが表すカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基と同義であり好ましい範囲も同一で
ある。前記置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルキル基
は、これ以外の置換基によって置換されていてもよく、該置換基としては後述の置換基群
Ｄとして例示した置換基のいずれかを適用できる。Ｗ1及びＷ2で表される置換基としてカ
ルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルコキシ基は、直鎖状であっても分
岐鎖状であってもよく、好ましくは炭素数１～２０のアルコキシ基であり、更に好ましく
は１～８のアルコキシ基であり、特に好ましくは１～４のアルコキシ基である。前記置換
基としてカルボキシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルコキシ基は、少なくと
も一つのカルボキシル基、スルホ基、又はホスホノキシ基を有していればよく、カルボキ
シル基、スルホ基、ホスホノキシ基としては、前記式（ＩＩＩ）中のＷが表す親カルボキ
シル基、スルホ基、ホスホノキシ基と同義であり好ましい範囲も同一である。前記カルボ
キシル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルコキシ基は、これ以外の置換基によっ
て置換されていてもよく、該置換基としては後述の置換基群Ｄとして例示した置換基のい
ずれかを適用できる。Ｗ1及びＷ2で表される置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホ
スホノキシ基を有するアルキルアミノ基は、直鎖状であっても分岐鎖状であってもよく、
好ましくは炭素数１～２０のアルキルアミノ基であり、更に好ましくは１～８のアルキル
アミノ基であり、特に好ましくは１～４のアルキルアミノ基である。前記カルボキシル基
、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルキルアミノ基は、少なくとも一つのカルボキシ
ル基、スルホ基、又はホスホノキシ基を有していればよく、カルボキシル基、スルホ基、
ホスホノキシ基としては、前記式（ＩＩＩ）中のＷが表すカルボキシル基、スルホ基、ホ
スホノキシ基と同義であり好ましい範囲も同一である。前記カルボキシル基、スルホ基、
ホスホノキシ基を有するアルキルアミノ基は、これ以外の置換基によって置換されていて
もよく、該置換基としては後述の置換基群Ｄとして例示した置換基のいずれかを適用でき
る。
【０１９５】
　Ｗ1及びＷ2は、特に好ましくはそれぞれ水素原子又は（ＣＨ2）nＳＯ3Ｍ（ｎは０又は
１を表す。）である。Ｍはカチオンを表すが、分子内で荷電が０になる場合はＭはなくて
もよい。Ｍで表されるカチオンとしては、例えばプロトニウムイオン、アルカリ金属イオ
ン（リチウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオンなど）、アルカリ土類金属イオ
ン（バリウムイオン、カルシウムイオンなど）、アンモニウムイオンなどが好ましく適用
される。このうち、特に好ましくはプロトニウムイオン、リチウムイオン、ナトリウムイ
オン、カリウムイオン、アンモニウムイオンである。
【０１９６】
　次に、前記式（ＩＩＩ）－ｂについて説明する。
　Ｒ6は前記式（ＩＩＩ）におけるＲ0と同義であり、その好ましい範囲も同一である。Ｌ
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2は、好ましくは炭素数１～１２のアルキレン基、炭素数６～１２の芳香族基、－ＣＯ－
、－ＮＲ－、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ－、－ＳＯ2－及びそれらの組み合わせからなる総
炭素数０～４０の連結基を表し、特に好ましくは炭素数１～８のアルキレン基、フェニル
基、－ＣＯ－、－ＮＲ－、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＳＯ2－及びそれらの組み合わせからなる
総炭素数０～２０の連結基を表す。Ａｒ1は、好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭化水
素環を表し、特に好ましくはベンゼン環又はナフタレン環を表す。Ｗ3で表されるカルボ
キシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、ホス
ホノキシ基｛－ＯＰ（＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しくはその塩、又は置換基としてカルボキシ
ル基、スルホ基、ホスホノキシ基を有するアルキル基、アルコキシ基、又はアルキルアミ
ノ基は、前記式（ＩＩＩ）－ａにおけるＷ1及びＷ2で表されるカルボキシル基（－ＣＯＯ
Ｈ）若しくはその塩、スルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩、ホスホノキシ｛－ＯＰ（
＝Ｏ）（ＯＨ）2｝若しくはその塩、又は置換基としてカルボキシル基、スルホ基、ホス
ホノキシ基を有するアルキル基、アルコキシ基、又はアルキルアミノ基と同義でありその
好ましい範囲も同一である。
【０１９７】
　Ｗ3は、好ましくはカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩、スルホ基（－ＳＯ3

Ｈ）若しくはその塩、又は置換基としてカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）若しくはその塩又
はスルホ基（－ＳＯ3Ｈ）若しくはその塩を有するアルキルアミノ基であり、特に好まし
くはＳＯ3Ｍ、又はＣＯ2Ｍである。Ｍはカチオンを表すが、分子内で荷電が０になる場合
はＭはなくてもよい。Ｍで表されるカチオンとしては、例えばプロトニウムイオン、アル
カリ金属イオン（リチウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオンなど）、アルカリ
土類金属イオン（バリウムイオン、カルシウムイオンなど）、アンモニウムイオンなどが
好ましく適用される。このうち、特に好ましくはプロトニウムイオン、リチウムイオン、
ナトリウムイオン、カリウムイオン、アンモニウムイオンである。
【０１９８】
　本明細書において、置換基群Ｄには、アルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好
ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８のアルキル基であり、例えば、メ
チル基、エチル基、イソプロピル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ｎ－オクチル基、ｎ－デシル
基、ｎ－ヘキサデシル基、シクロプロピル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基など
が挙げられる）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～
１２、特に好ましくは炭素数２～８のアルケニル基であり、例えば、ビニル基、アリル基
、２－ブテニル基、３－ペンテニル基などが挙げられる）、アルキニル基（好ましくは炭
素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８のアルキニ
ル基であり、例えば、プロパルギル基、３－ペンチニル基などが挙げられる）、アリール
基（好ましくは炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数
６～１２のアリール基であり、例えば、フェニル基、ｐ－メチルフェニル基、ナフチル基
などが挙げられる）、置換若しくは無置換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より
好ましくは炭素数０～１０、特に好ましくは炭素数０～６のアミノ基であり、例えば、無
置換アミノ基、メチルアミノ基、ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジベンジルアミ
ノ基などが挙げられる）、
【０１９９】
　アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ま
しくは炭素数１～８のアルコキシ基であり、例えば、メトキシ基、エトキシ基、ブトキシ
基などが挙げられる）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは
炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２のアリールオキシ基であり、例えば、フ
ェニルオキシ基、２－ナフチルオキシ基などが挙げられる）、アシル基（好ましくは炭素
数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のアシル基
であり、例えば、アセチル基、ベンゾイル基、ホルミル基、ピバロイル基などが挙げられ
る）、アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～
１６、特に好ましくは炭素数２～１２のアルコキシカルボニル基であり、例えば、メトキ
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シカルボニル基、エトキシカルボニル基などが挙げられる）、アリールオキシカルボニル
基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数
７～１０のアリールオキシカルボニル基であり、例えば、フェニルオキシカルボニル基な
どが挙げられる）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数
２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０のアシルオキシ基であり、例えば、アセトキシ
基、ベンゾイルオキシ基などが挙げられる）、
【０２００】
　アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好
ましくは炭素数２～１０のアシルアミノ基であり、例えばアセチルアミノ基、ベンゾイル
アミノ基などが挙げられる）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２～２
０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２のアルコキシカルボ
ニルアミノ基であり、例えば、メトキシカルボニルアミノ基などが挙げられる）、アリー
ルオキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１
６、特に好ましくは炭素数７～１２のアリールオキシカルボニルアミノ基であり、例えば
、フェニルオキシカルボニルアミノ基などが挙げられる）、スルホニルアミノ基（好まし
くは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２の
スルホニルアミノ基であり、例えば、メタンスルホニルアミノ基、ベンゼンスルホニルア
ミノ基などが挙げられる）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好まし
くは炭素数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２のスルファモイル基であり、例えば
、スルファモイル基、メチルスルファモイル基、ジメチルスルファモイル基、フェニルス
ルファモイル基などが挙げられる）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より
好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のカルバモイル基であり、例
えば、無置換のカルバモイル基、メチルカルバモイル基、ジエチルカルバモイル基、フェ
ニルカルバモイル基などが挙げられる）、
【０２０１】
　アルキルチオ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好
ましくは炭素数１～１２のアルキルチオ基であり、例えば、メチルチオ基、エチルチオ基
などが挙げられる）、アリールチオ基（好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素
数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２のアリールチオ基であり、例えば、フェニル
チオ基などが挙げられる）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは
炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のスルホニル基であり、例えば、メシル
基、トシル基などが挙げられる）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好
ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のスルフィニル基であり、例え
ば、メタンスルフィニル基、ベンゼンスルフィニル基などが挙げられる）、ウレイド基（
好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～
１２のウレイド基であり、例えば、無置換のウレイド基、メチルウレイド基、フェニルウ
レイド基などが挙げられる）、リン酸アミド基（好ましくは炭素数１～２０、より好まし
くは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２のリン酸アミド基であり、例えば、
ジエチルリン酸アミド基、フェニルリン酸アミド基などが挙げられる）、ヒドロキシ基、
メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子）、
シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィノ基、ヒ
ドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましくは１～１
２のヘテロ環基であり、例えば、窒素原子、酸素原子、硫黄原子等のヘテロ原子を有する
ヘテロ環基であり、例えば、イミダゾリル基、ピリジル基、キノリル基、フリル基、ピペ
リジル基、モルホリノ基、ベンゾオキサゾリル基、ベンズイミダゾリル基、ベンズチアゾ
リル基などが挙げられる）、シリル基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭
素数３～３０、特に好ましくは、炭素数３～２４のシリル基であり、例えば、トリメチル
シリル基、トリフェニルシリル基などが挙げられる）が含まれる。これらの置換基は更に
これらの置換基によって置換されていてもよい。また、置換基が二つ以上有する場合は、
同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに結合して環を形成していてもよい
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。
【０２０２】
　なお、本発明の含フッ素化合物は、ディスコティック液晶化合物の配向状態を固定化す
るために置換基として重合性基を有するものも好ましい。
【０２０３】
　本発明に使用可能な式（ＩＩＩ）にて表される含フッ素化合物の具体例として、特開２
００６－１１３５００公報の段落［０１３６］～［０１４０］に記載の化合物等が挙げら
れるが、本発明はそれら具体例によってなんら制限されるものではない。
【０２０４】
　組成物中における前記含フッ素化合物の含有量の好ましい範囲は、その用途によって異
なるが、位相差層の形成に用いる場合は、組成物（塗布液である場合は溶媒を除いた組成
物）中、０．００５～８質量％であるのが好ましく、０．０１～５質量％であるのがより
好ましく、０．０５～３質量％であるのが更に好ましい。
【０２０５】
［重合性開始剤］
　配向（好ましくは垂直配向）させた液晶性化合物は、配向状態を維持して固定する。固
定化は、液晶性化合物に導入した重合性基（Ｐ）の重合反応により実施することが好まし
い。重合反応には、熱重合開始剤を用いる熱重合反応と光重合開始剤を用いる光重合反応
とが含まれる。光重合反応が好ましい。光重合開始剤の例には、α－カルボニル化合物（
米国特許２３６７６６１号、同２３６７６７０号の各明細書記載）、アシロインエーテル
（米国特許２４４８８２８号明細書記載）、α－炭化水素置換芳香族アシロイン化合物（
米国特許２７２２５１２号明細書記載）、多核キノン化合物（米国特許３０４６１２７号
、同２９５１７５８号の各明細書記載）、トリアリールイミダゾールダイマーとｐ－アミ
ノフェニルケトンとの組み合わせ（米国特許３５４９３６７号明細書記載）、アクリジン
及びフェナジン化合物（特開昭６０－１０５６６７号公報、米国特許４２３９８５０号明
細書記載）及びオキサジアゾール化合物（米国特許４２１２９７０号明細書記載）が含ま
れる。
【０２０６】
　光重合開始剤の使用量は、塗布液の固形分の０．０１～２０質量％であることが好まし
く、０．５～５質量％であることが更に好ましい。ディスコティック液晶性分子の重合の
ための光照射は、紫外線を用いることが好ましい。照射エネルギーは、２０ｍＪ／ｃｍ２
～５０Ｊ／ｃｍ2であることが好ましく、１００～８００ｍＪ／ｃｍ2であることが更に好
ましい。光重合反応を促進するため、加熱条件下で光照射を実施してもよい。位相差層の
厚さは、０．１～１０μｍであることが好ましく、０．５～５μｍであることが更に好ま
しく、１～５μｍであることが最も好ましい。
【０２０７】
［位相差層の他の添加剤］
　上記の液晶性化合物と共に、可塑剤、界面活性剤、重合性モノマー等を併用して、塗工
膜の均一性、膜の強度、液晶性化合物の配向性等を向上させることができる。これらの素
材は液晶性化合物と相溶性を有し、配向を阻害しないことが好ましい。
【０２０８】
　重合性モノマーとしては、ラジカル重合性若しくはカチオン重合性の化合物が挙げられ
る。好ましくは、多官能性ラジカル重合性モノマーであり、上記の重合性基含有の液晶化
合物と共重合性のものが好ましい。例えば、特開２００２－２９６４２３号公報明細書中
の段落番号［００１８］～［００２０］記載のものが挙げられる。上記化合物の添加量は
、ディスコティック液晶性分子に対して一般に１～５０質量％の範囲にあり、５～３０質
量％の範囲にあることが好ましい。
【０２０９】
　界面活性剤としては、従来公知の化合物が挙げられるが、特にフッ素系化合物が好まし
い。具体的には、例えば特開２００１－３３０７２５号公報明細書中の段落番号［００２
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８］～［００５６］記載の化合物、特願２００３－２９５２１２号明細書中の段落番号［
００６９］～［０１２６］記載の化合物が挙げられる。
【０２１０】
　液晶性化合物とともに使用するポリマーは、塗布液を増粘できることが好ましい。ポリ
マーの例としては、セルロースエステルを挙げることができる。セルロースエステルの好
ましい例としては、特開２０００－１５５２１６号公報明細書中の段落番号［０１７８］
記載のものが挙げられる。液晶性化合物の配向を阻害しないように、上記ポリマーの添加
量は、液晶性分子に対して０．１～１０質量％の範囲にあることが好ましく、０．１～８
質量％の範囲にあることがより好ましい。
　液晶性化合物のディスコティックネマティック液晶相－固相転移温度は、７０～３００
℃が好ましく、７０～１７０℃が更に好ましい。
【０２１１】
［塗布溶剤］
　塗布液の調製に使用する溶媒としては、有機溶媒が好ましく用いられる。有機溶媒の例
には、アミド（例、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド）、スルホキシド（例、ジメチルスル
ホキシド）、ヘテロ環化合物（例、ピリジン）、炭化水素（例、ベンゼン、ヘキサン）、
アルキルハライド（例、クロロホルム、ジクロロメタン）、エステル（例、酢酸メチル、
酢酸ブチル）、ケトン（例、アセトン、メチルエチルケトン）、エーテル（例、テトラヒ
ドロフラン、１，２－ジメトキシエタン）が含まれる。アルキルハライド及びケトンが好
ましい。二種類以上の有機溶媒を併用してもよい。
【０２１２】
［塗布方法］
　塗布液の塗布は、公知の方法（例、ワイヤーバーコーティング法、押し出しコーティン
グ法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラビアコーティング法、ダイコー
ティング法）により実施できる。中でも、前記位相差層を形成する際は、ワイヤーバーコ
ーティング法を利用して塗布するのが好ましく、ワイヤーバーの回転数は下記式を満たす
ことが好ましい。
　０．６＜（Ｗ×（Ｒ＋２ｒ）×π）／Ｖ＜１．４
［Ｗ：ワイヤーバーの回転数（ｒｐｍ）、Ｒ：バーの芯の直径（ｍ）、ｒ：ワイヤーの直
径（ｍ）、Ｖ：支持体の搬送速度（ｍ／ｍｉｎ）］
（Ｗ×（Ｒ＋２ｒ）×π）／Ｖの範囲は、０．７～１．３であることがより好ましく、０
．８～１．２であることが更に好ましい。
【０２１３】
　前記位相差層の形成にはダイコーティング法が好ましく用いられ、特に、スライドコー
ター又はスロットダイコーターを利用した塗布方法が好ましい。
【０２１４】
２．第１及び第２偏光膜
　本発明に利用される偏光膜については特に制限はない。偏光膜としては、ヨウ素系偏光
膜、二色性染料を用いる染料系偏光膜やポリエン系偏光膜のいずれを用いてもよい。ヨウ
素系偏光膜及び染料系偏光膜は、一般にポリビニルアルコール系フィルムを用いて製造す
る。偏光膜の吸収軸は、フィルムの延伸方向に相当する。従って、縦方向（搬送方向）に
延伸された偏光膜は長手方向に対して平行に吸収軸を有し、横方向（搬送方向と垂直方向
）に延伸された偏光膜は長手方向に対して垂直に吸収軸を有する。
【０２１５】
　偏光膜は一般に保護膜を有する。本発明において、上記光学補償フィルムは、第１偏光
膜の保護フィルムとして機能させることができ、第１位相差領域を第１偏光膜に接触して
配置する。第１偏光膜の上記光学補償フィルムを接着させる表面の他方の表面にも保護フ
ィルムを配置することが好ましい。偏光膜の外側に配置される保護フィルムについては特
に制限はなく、セルロースアシレートフィルム、環状オレフィン系ポリマーフィルム、ポ
リビニルアルコールフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリカーボネートフィルム、ノ
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ルボルネン系フィルム、アクリル系フィルム、ＰＥＴ系フィルム等を用いることができる
。中でも、セルロースアシレートフィルム等を用いることが好ましい。
【０２１６】
　第２偏光膜の双方の表面にも保護フィルムを積層するのが好ましい。特に液晶セル側に
配置される保護フィルムについては、視野角コントラスト改善の観点から、低Ｒｅ且つ低
Ｒｔｈが求められる。具体的には、Ｒｅ（５５０）の絶対値｜Ｒｅ（５５０）｜が１０ｎ
ｍ以下であり、且つＲｔｈ（５５０）の絶対値｜Ｒｔｈ（５５０）｜が３０ｎｍ以下であ
る。理想的には、｜Ｒｅ（５５０）｜及び｜Ｒｔｈ（５５０）｜ともに０ｎｍである。ま
た、斜め方向に生じるカラーシフトの軽減の観点では、当該保護フィルムのＲｅは波長分
散性が小さいのが好ましく、具体的には、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜が１０ｎ
ｍ以下であり、及び｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７００）｜が３５ｎｍ以下であり、理
想的には、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜及び｜Ｒｔｈ（４００）－Ｒｔｈ（７０
０）｜ともに０ｎｍである。
【０２１７】
　低Ｒｅ及び低Ｒｔｈを達成するためには、フィルムの厚みを薄くするのが好ましいが、
一方で、厚みが薄すぎると、保護フィルムとしての機能が不十分になり、偏光膜の耐久性
が低下し、ひいては液晶表示装置の耐久性が低下する。これらの観点から、第２偏光膜の
保護フィルムであって、液晶セル側に配置される保護フィルムの厚みは、１０～９０μｍ
であるのが好ましく、２０～８０μｍであるのがより好ましい。
【０２１８】
　溶液製膜において、フィルムの厚みを薄くする場合には、金属支持体上にドープを流延
した後に剥ぎ取り、高揮発分状態のフィルムを搬送し乾燥していく溶液製膜の過程におい
て、薄膜は剛性が減少するため、搬送やハンドリングが難しくなる。そのため、剥離用フ
ィルム用のドープを含む複数のドープを流延し、一時的に厚みを増やし、搬送やハンドリ
ング性を上げるのが好ましい。当該積層フィルムは、実際に使用される前に、剥離用のフ
ィルムが剥離され、薄膜のフィルムとして使用することができる。
【０２１９】
　上記厚みで、且つ前記光学特性を達成可能なフィルムであって、第２偏光膜の保護フィ
ルムとして好適に用いられるフィルムの例には、セルロースアシレート系フィルム、環状
オレフィン系ポリマーフィルム、又はアクリル系ポリマーフィルムが含まれる。アクリル
系ポリマーフィルムの中でも、ラクトン環単位、無水マレイン酸単位、及びグルタル酸無
水物単位から選ばれる少なくとも１種の単位を含むアクリル系ポリマーを含有するアクリ
ル系ポリマーフィルムは、光学的に等方性の高い性質を示すので好ましい。前記アクリル
系ポリマーフィルムの詳細については特開２００８－９３７８号公報に詳細な記載があり
、参照することができる。また、それぞれの例については、特開２０１０－３３０４１号
公報に記載の第１の透明フィルムとして利用可能なセルロースアシレート系フィルム、環
状オレフィン系ポリマーフィルム、及びアクリル系ポリマーフィルムの例と同様である。
【０２２０】
　偏光板の好ましい製造方法は、２枚の保護フィルムと偏光膜とが、それぞれ長尺の状態
で連続的に積層される工程を含む。該長尺の偏光板は用いられる画像表示装置の画面の大
きさに合わせて裁断される。なお、第１偏光膜については、一方の表面には、前記光学補
償フィルムを貼合する。この様にして作製された偏光板は、光学補償フィルムを液晶セル
側にして配置される。なお、光学補償フィルムを構成している第１及び第２位相差領域の
いずれを偏光膜側にして配置してもよいが、偏光膜との接着性等の観点では、偏光子と接
着される表面にはポリマーフィルムを配置するのが好ましく、従って、第２位相差領域を
偏光膜に貼合する態様では、ディスコティック液晶化合物を利用して形成される位相差層
の上に、ポリマーフィルムを配置し、ポリマーフィルムを偏光膜に貼合するのが好ましい
。当該ポリマーフィルムは、低Ｒｅ且つ低Ｒｔｈであるのが好ましく、利用可能なポリマ
ーフィルムの例は、第２偏光膜の保護フィルム（液晶セル側保護フィルム）として好適に
用いられるポリマーフィルムの例と同様である。
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【０２２１】
３．液晶セル
　本発明の液晶表示装置に用いられる液晶セルは、一対の基板と、該一対の基板間に電界
の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的等方性に変
化する媒質を含む。本発明の一態様は、高分子安定化ブルー相液晶材料からなる液晶層を
有する態様である。高分子安定化ブルー相液晶材料は、基板間に、液晶、カイラル剤、光
重合性モノマー、及び光重合性開始剤を少なくとも含有する組成物を注入し、ブルー相Ｉ
に転移させた状態で、光重合反応を進行させることで調製することができる。使用可能な
材料の例、及びその配合量の好ましい範囲等については、特開２０１０－３３０４１号公
報の［００１８］～［００２８］の記載を参照することができる。
【０２２２】
　一対の基板としては、透明基板が好ましく、ガラス、プラスチックフィルム、光学結晶
等を用いることができる。これら一対の基板間の距離は通常２～１００μｍ程度である。
印加する電界は、通常１０００～１０００００Ｖ／ｃｍ程度である。電界は、実質的に基
板に対し平行（又は表示方向に垂直）であればよい。電界の印加方法に特に制限はないが
、一方の基板面に櫛歯型の電極２つを相互に組み込む構造が簡便である。この櫛歯型電極
当り、櫛歯の数は約２～１００個、長さ約１～１００００μｍ、幅約１～５０μｍ、櫛歯
間距離約１～１００μｍが好ましい。
【０２２３】
　本発明では、図５に示す様に櫛歯電極の櫛歯部分（櫛歯電極）が互いに噛み合う方向に
配置されている電極構造や、図６に示す様なジグザグ形状に配置されている電極構造を利
用することができる。櫛歯電極の櫛の長辺の方向が、第１偏光膜及び第２偏光膜の吸収軸
と４５度になっているとレターデーションンの効率が最大になり最も好ましい。また、＋
４５度と－４５度の２つの領域を設けると、電圧印加時にドメインに分割させることがで
き、方位角方向により均一な表示特性が得られるため好ましい。例えば、図５では、電極
の構成は、右半分と左半分で２つのドメインになっており、また後述する図８ではジグザ
グ形の櫛歯電極を用いて２つのドメインを得ることができる。
【０２２４】
　本発明に利用可能な電極構造、駆動回路等については、特開２０１０－３３０４１号公
報の［００３８］～［００５０］の記載を参照することができる。
【実施例】
【０２２５】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明する。以下の実施例に示す材料、使
用量、割合、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り、適宜、変更する
ことができる。従って、本発明の範囲は以下に示す具体例に限定されるものではない。
【０２２６】
１．ポリマーフィルムの準備
（１）ポリマーフィルム１の準備
　市販されているトリアセチルセルロースフィルム「フジタックＴＤ８０ＵＬ」（富士フ
イルム社製）を準備して、ポリマーフィルム１として用いた。
（２）ポリマーフィルム２の準備
　市販されているトリアセチルセルロースフィルム「フジタックＴ４０ＵＺ」（富士フイ
ルム社製）を準備して、ポリマーフィルム２として用いた。
【０２２７】
（３）ポリマーフィルム３の準備
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
セルロースアセテート溶液を調製した。
（セルロースアセテート溶液組成）
　酢化度６０．７～６１．１％のセルロースアセテート　　　１００質量部
　トリフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　　　　　７．８質量部
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　ビフェニルジフェニルホスフェート（可塑剤）　　　　　　３．９質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　　　　３３６質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　　　２９質量部
　１－ブタノール（第３溶媒）　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
【０２２８】
　別のミキシングタンクに、下記のレターデーション上昇剤（Ａ）１６質量部、メチレン
クロライド９２質量部及びメタノール８質量部を投入し、加熱しながら攪拌して、レター
デーション上昇剤溶液を調製した。セルロースアセテート溶液４７４質量部にレターデー
ション上昇剤溶液２５質量部を混合し、充分に攪拌してドープを調製した。レターデーシ
ョン上昇剤の添加量は、セルロースアセテート１００質量部に対して、６．０質量部であ
った。
【０２２９】
【化４０】

【０２３０】
　得られたドープを、バンド延伸機を用いて流延した。バンド上での膜面温度が４０℃と
なってから、７０℃の温風で１分乾燥し、バンドからフィルムを１４０℃の乾燥風で１０
分乾燥し、残留溶剤量が０．３質量％のセルロースアセテートフィルムを作製した。
【０２３１】
得られた長尺状のセルロースアセテートフィルムの幅は１４９０ｍｍであり、厚さは８０
μｍであった。
【０２３２】
（４）ポリマーフィルム４の準備
　ポリマーフィルム３の作製おいて、フィルムの膜厚を６０μｍに変える以外は同様にし
て、ポリマーフィルム４を作製した。
【０２３３】
（５）ポリマーフィルム５の準備
（低置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。各セルロースアシレート溶液の固形分濃度が２２質量％となる
ように溶剤（メチレンクロライドおよびメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．４５）　　１００．０質量部
・添加剤Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９．０質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　３６５．５質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　５４．６質量部
添加剤Ａはテレフタル酸／コハク酸／プロピレンクリコール／エチレングリコール共重合
体（共重合比[モル％]＝２７．５／２２．５／２５／２５）を表す。
【０２３４】
（高置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）
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　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。セルロースアシレート溶液の固形分濃度が２０質量％となるよ
うに溶剤（メチレンクロライドおよびメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．８１）　　　　１００．０質量部
・添加剤Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
・シリカ微粒子　Ｒ９７２（日本エアロジル製）　　　０．１５質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　３９５．０質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９．０質量部
【０２３５】
（セルロースアシレート系フィルムの作製）
　フィルムに関して、前記低置換度層用セルロースアシレート溶液を５６μｍの膜厚のコ
ア層になるように、前記高置換度層用セルロースアシレート溶液を２μｍの膜厚のスキン
Ａ層および２μｍの膜厚のスキンＢ層になるように、それぞれ流延した。
　得られたウェブ（フィルム）をバンドから剥離し、乾燥させた後に巻き取った。この時
、フィルム全体の質量に対する残留溶媒量が０～０．５％であった。続いて、前記フィル
ムを送り出し、延伸温度１７２℃、延伸倍率３０％の延伸条件でテンターにてＴＤ延伸を
行った。
　なお、残留溶媒量は下記の式にしたがって求めた。
　　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　ここで、Ｍはウェブの任意時点での質量、ＮはＭを測定したウェブを１２０℃で２時間
乾燥させた時の質量である。
【０２３６】
（６）ポリマーフィルム６の準備
　市販されているトリアセチルセルロースフィルム「Ｚ－ＴＡＣ」（富士フイルム社製）
を準備して、ポリマーフィルム６として用いた。
【０２３７】
（７）ポリマーフィルム７の準備
（セルロースアセテート溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成分を溶解し、セルロースアセ
テート溶液を調製した。
セルロースアセテート溶液　組成
　酢化度２．８６のセルロースアセテート　　１００．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　４０２．０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　６０．０質量部
【０２３８】
（マット剤溶液の調製）
　平均粒子サイズ１６ｎｍのシリカ粒子（ＡＥＲＯＳＩＬＲ９７２、日本アエロジル（株
）製）を２０質量部、メタノール８０質量部を３０分間よく攪拌混合してシリカ粒子分散
液とした。
　この分散液を下記の組成物とともに分散機に投入し、さらに３０分以上攪拌して各成分
を溶解し、マット剤溶液を調製した。
マット剤溶液組成
　平均粒子サイズ１６ｎｍのシリカ粒子分散液　１０．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　７６．３質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　３．４質量部
　セルロースアセテート溶液　　　　　　　　　１０．３質量部
【０２３９】
（添加剤溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
添加剤を調製した。光学異方性を低下させる化合物（光学異方性低下剤）および波長分散
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調整剤については下記に示すものを用いた。
【０２４０】
添加剤溶液組成
　化合物Ａ－１９（レターデーション低減剤）　４９．３質量部
　ＵＶ－１０２（波長分散調整剤）　　　　　　　７．６質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　５８．４質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　８．７質量部
　セルロースアセテート溶液　　　　　　　　　１２．８質量部
【０２４１】
（ポリマーフィルム７の作製）
　上記セルロースアセテート溶液を９４．６質量部、マット剤溶液を１．３質量部、添加
剤溶液４．１質量部を、それぞれを濾過後に混合し、バンド流延機を用いて流延した。な
お、添加化合物（化合物Ａ－１９及びＵＶ－１０２）の総量は、セルロースアセテートの
量に対して、１３．６質量％であった。
　残留溶剤量３０％でフィルムをバンドから剥離し、１４０℃で４０分間乾燥させセルロ
ースアセテートフィルム７を製造した。得られたセルロースアセテートフィルム７の残留
溶剤量は０．２％であり、膜厚は４０μｍであった。
【０２４２】
【化４１】

【０２４３】
（８）ポリマーフィルム８の準備
（セルロースアシレートの調製）
　ポリマーフィルム５と同様にセルロースアシレートの調製を行った。
【０２４４】
（低置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
シレート溶液を調製した。各セルロースアシレート溶液の固形分濃度が２５質量％となる
ように溶剤（メチレンクロライドおよびメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．４５）　１００．０質量部
・添加剤Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　４０．０質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　３６５．５質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　５４．６質量部
添加剤Ａはテレフタル酸／コハク酸／プロピレンクリコール／エチレングリコール共重合
体（共重合比［モル％］＝２７．５／２２．５／２５／２５）を表す。
【０２４５】
（高置換度層用セルロースアシレート溶液の調製）
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、撹拌して、各成分を溶解し、セルロースア
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シレート溶液を調製した。セルロースアシレート溶液の固形分濃度が２０質量％となるよ
うに溶剤（メチレンクロライドおよびメタノール）の量は適宜調整した。
・セルロースアセテート（置換度２．８１）　　　　１００．０質量部
・添加剤Ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１質量部
・シリカ微粒子　Ｒ９７２（日本エアロジル製）　　　０．１５質量部
・メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　３９５．０質量部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５９．０質量部
【０２４６】
（セルロースアシレート系フィルムの作製）
　フィルムに関して、前記低置換度層用セルロースアシレート溶液を３６μｍの膜厚のコ
ア層になるように、前記高置換度層用セルロースアシレート溶液を２μｍの膜厚のスキン
Ａ層および２μｍの膜厚のスキンＢ層になるように、それぞれ流延した。
　得られたウェブ（フィルム）をバンドから剥離し、乾燥させた後に巻き取った。この時
、フィルム全体の質量に対する残留溶媒量が０～０．５％であった。続いて、前記フィル
ムを送り出し、延伸温度２００℃、延伸倍率２％の延伸条件でテンターにてＴＤ延伸を行
った。
【０２４７】
（９）ポリマーフィルム９の準備
無水マレイン酸単位を含むアクリル系ポリマーの調製：
　特開２００７－１１３１０９号公報の［００５０］記載の「（ｂ）耐熱アクリル樹脂」
に従い無水マレイン酸１０モル％、スチレン１６モル％、メタクリル酸メチル７４モル％
の樹脂を合成した。このＴｇは１１２℃であった。
【０２４８】
　調製した前記アクリル系ポリマーを９０℃の真空乾燥機で乾燥して含水率を０．０３％
以下とした後、安定剤（イルガノックス１０１０（チバガイギ（株）製）０．３重量％添
加し２３０℃において窒素気流中下、ベント付２軸混練押出し機を用い、水中に押出しス
トランド状にした後、裁断し直径３ｍｍ長さ５ｍｍのペレットを得た。
　これらのペレットを９０℃の真空乾燥機で乾燥し含水率を０．０３％以下とした後、１
軸混練押出し機を用い下記条件の温度で混練押出しした。この後、押し出し機とギアポン
プの間に３００メッシュのスクリーンフィルターを設置した。この後、下記条件でギアポ
ンプを通過させた後、濾過精度７μｍのリーフディスクフィルターを通し、ダイからメル
トを押出し、下記条件でキャストした。なお、下記条件中の「ギアポンプ前後の差圧」と
は前側圧力から後側圧力を差し引いたものであり、また「メルト着地点－タッチロール・
キャストロール中点間のズレ」において、正はタッチロール側に、負はキャストロール側
に着地したことを示す。
　この後、３連のキャストロール上にメルト（溶融樹脂）を押出した。この時、最上流側
のキャストロール（チルロール）に、下記条件に記載の面圧でタッチロールを接触させた
。タッチロールは特開平１１－２３５７４７号公報の実施例１に記載のもの（二重抑えロ
ールと記載のあるもの、但し薄肉金属外筒厚みは２ｍｍとした）を用い、Ｔｇ－５℃にお
いて、下記条件に記載のタッチ圧で使用した。なお、チルロールを含む３連のキャストロ
ールの温度は、タッチロールと接触する最上流側のキャストロール（第１ロール）を、下
記条件に記載の温度差（キャストロール温度－タッチロール温度）となるようにした。さ
らに、その次のキャストロール（第２ロール）は第１ロール－５℃、その次のキャストロ
ール（第３ロール）は第１ロール－１０℃とした。
　この後、巻き取り直前に両端（全幅の各５ｃｍ）をトリミングした後、両端に幅１０ｍ
ｍ、高さ２０μｍの厚みだし加工（ナーリング）をつけた。また製膜幅１．５ｍとし、製
膜速度３０ｍ／分で３０００ｍ巻き取った。製膜後の未延伸フィルムの厚みは６０μｍと
した。
　最上流側のキャストロールに下記条件に記載の面圧でタッチロールを接触させた。下記
に、スクリュー温度差、吐出量、ギアポンプ前後の差圧、キャストロール上のメルトの表
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ストロール中点間のズレ、タッチロールのタッチ圧、製膜幅変動、製膜幅の変動、製膜幅
の平均を示す。
（条件）
スクリュー温度差（出口－入口）：３０℃
吐出量：２００ｋｇ／ｈｒ
ギアポンプ前後の差圧（前－後）：－３ＭＰａ
キャストロール温度－タッチロール温度：－５℃
メルト着地点－タッチロール・キャストロール中間点のズレ：－３ｍｍ
タッチロールのタッチ圧：０．１ＭＰａ
製膜幅変動：６％
製膜幅平均値：２５ｍ
【０２４９】
（１０）ポリマーフィルム１０の準備
ポリプラスチックス（株）のＴＯＰＡＳ　＃６０１３のペレット（Ｔｇ＝１３６℃）を用
いて、１１０℃において２時間以上乾燥し、１軸混練押出し機を用いて押出した。このと
き押出し機とダイの間にスクリーンフィルター、ギアポンプ、リーフディスクフィルター
をこの順に配置し、これらをメルト配管で連結した。これを押出し温度（吐出温度）２６
０℃で幅１９００ｍｍ、リップギャップ１ｍｍのダイから押出した。
　この後、チルロールとタッチロールの中央部に溶融樹脂を押出した。この時、チルロー
ルは、幅２０００ｍｍ、直径４００ｍｍのＨＣｒメッキされた金属製ロールを用い、タッ
チロールは、幅１７００ｍｍ、直径３５０ｍｍの特開平１１－２３５７４７号公報の実施
例１に記載のもの（二重抑えロールと記載のあるもの、但し薄肉金属外筒厚みは２ｍｍと
した）を用いた。
【０２５０】
　これらのロールを用い、タッチロール及びチルロールの温度はともに、Ｔｇ－５℃とし
た。また、製膜の雰囲気は２５℃、６０％であった。
　この後、巻き取り直前に両端（全幅の各５ｃｍ）をトリミングした後、両端に幅１０ｍ
ｍ、高さ２０μｍの厚みだし加工（ナーリング）をつけた。また製膜幅は１５４０ｍｍと
し、４５０ｍ巻き取った。
【０２５１】
　上記ポリマーフィルム１～１０の特性を以下の表に示す。
【０２５２】
【表１】

【０２５３】
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【表２】

【０２５４】
２．光学補償フィルムの製造
（１）支持体の準備
　上記ポリマーフィルムのいずれかを支持体としてそれぞれ用いた。
（アルカリ鹸化処理）
　ポリマーフィルムを、温度６０℃の誘電式加熱ロールを通過させ、フィルム表面温度を
４０℃に昇温した後に、フィルムの片面に下記に示す組成のアルカリ溶液を、バーコータ
ーを用いて塗布量１４ｍｌ／ｍ2で塗布し、１１０℃に加熱した（株）ノリタケカンパニ
ーリミテド製のスチーム式遠赤外ヒーターの下に、１０秒間搬送した。続いて、同じくバ
ーコーターを用いて、純水を３ｍｌ／ｍ2塗布した。次いで、ファウンテンコーターによ
る水洗とエアナイフによる水切りを３回繰り返した後に、７０℃の乾燥ゾーンに１０秒間
搬送して乾燥し、アルカリ鹸化処理したセルロースアシレートフィルムを作製した。
アルカリ溶液組成：
水酸化カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．７質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．８質量部
イソプロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３．７質量部
界面活性剤　ＳＦ－１：Ｃ14Ｈ29Ｏ（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）20Ｈ　　　１．０質量部
プロピレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４．８質量部
【０２５５】
（配向膜の形成）
　上記のように鹸化処理した長尺状のセルロースアセテートフィルムに、下記の組成の配
向膜塗布液を＃１４のワイヤーバーで連続的に塗布した。６０℃の温風で６０秒、更に１
００℃の温風で１２０秒乾燥した。
配向膜塗布液の組成：
下記の変性ポリビニルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７１質量部
メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１９質量部
グルタルアルデヒド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５質量部
光重合開始剤（イルガキュアー２９５９、チバ・ジャパン製）　　０．３質量部
【０２５６】
【化４２】

【０２５７】
（ディスコティック液晶性化合物を含む光学異方性層の形成）
上記作製した配向膜に連続的にラビング処理を施した。このとき、長尺状のフィルムの長
手方向と搬送方向は平行であり、フィルム長手方向に対して、ラビングローラーの回転軸
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は直交とした。
【０２５８】
　下記の組成のディスコティック液晶化合物を含む塗布液Ａを上記作製した配向膜上に＃
２．７のワイヤーバーで連続的に塗布した。フィルムの搬送速度（Ｖ）は３６ｍ／ｍｉｎ
とした。塗布液の溶媒の乾燥及びディスコティック液晶化合物の配向熟成のために、８０
℃の温風で９０秒間加熱した。続いて、８０℃にてＵＶ照射を行い、液晶化合物の配向を
固定化し光学異方性層を形成し、光学補償フィルムを得た。
光学異方性層塗布液の組成：
下記のディスコティック液晶化合物　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
光重合開始剤（イルガキュアー９０７、チバ・ジャパン社製）　　　　３質量部
増感剤（カヤキュアーＤＥＴＸ、日本化薬（株）製）　　　　　　　　１質量部
下記のピリジニウム塩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
下記のフッ素系ポリマー（ＦＰ１）　　　　　　　　　　　　　　０．４質量部
メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５２質量部
【０２５９】
【化４３】

【０２６０】
【化４４】

【０２６１】
【化４５】

【０２６２】
　遅相軸の方向はラビングローラーの回転軸と平行であった。すなわち、支持体の長手方
向に対して、遅相軸は直交の方向であった。別途、セルロースアセテートフィルムを支持
体に用いる代わりに、ガラスを基板として用いてディスコティック液晶化合物を含む層を
形成して、Ｒｅ（０°）、Ｒｅ（４０°）及びＲｅ（－４０°）をＫＯＢＲＡ２１ ＡＤ
Ｈを用いて測定したところ、それぞれ、１３９．６ｎｍ、１２６．１ｎｍ及び１２６．３
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ｎｍであった。（Ｒｅ（°）はサンプル面の法線方向を０°とした入射角度を示す。）こ
れらの結果からディスコティック液晶性分子の円盤面のフィルム面に対する平均傾斜角は
９０°であり、ディスコティック液晶がフィルム面に対して垂直に配向していることが確
認できた。なお、形成された位相差層の波長分散性はＲｅ（４５０）／Ｒｅ（５５０）が
１．１０で且つＲｅ（６５０）／Ｒｅ（５５０）が０．９６であった。
【０２６３】
　この様にして、ポリマーフィルム1～１０と光学異方性層を組み合わせて光学補償フィ
ルムをそれぞれ製造した。また、光学異方性層１はディスコティック液晶化合物を含む塗
布液の塗布量を変更し、所望のＲｅ、Ｒｔｈになるように調整した。なお、後述するいく
つかの実施例に用いた光学補償フィルムでは、上記の方法により形成した位相差層の表面
に、ポリマーフィルムのいずれかを積層した。
【０２６４】
３．偏光板の作製
　ＴＤ８０ＵＬ（富士フイルム製）の支持体表面をアルカリ鹸化処理した。１．５規定の
水酸化ナトリウム水溶液に５５℃で２分間浸漬し、室温の水洗浴槽中で洗浄し、３０℃で
０．１規定の硫酸を用いて中和した。再度、室温の水洗浴槽中で洗浄し、更に１００℃の
温風で乾燥した。 続いて、厚さ８０μｍのロール状ポリビニルアルコールフィルムをヨ
ウ素水溶液中で連続して５倍に延伸し、乾燥して厚さ２０μｍの偏光膜を得た。
【０２６５】
　上記偏光子の片面に市販のセルローストリアセテートフィルム（ポリマーフィルム１１
）を貼合し、他方の表面に、上記で準備したいずれかの光学補償フィルム、又はいずれか
のポリマーフィルムを貼合した。貼合には、ポリビニルアルコール系接着剤水溶液を利用
した。また、セルロースアシレート系フィルムを貼合する際は、アルカリ液による鹸化処
理を実施してから貼合した。また、貼合は、貼合するポリマーフィルムの遅相軸と、偏光
子の吸収軸とを平行又は直交にして積層して行った。なお、偏光子の表面にのみポリマー
フィルム１１を貼合し、他方の表面にはなんらフィルムを貼合しなかった偏光板について
も同様に作製した。
【０２６６】
偏光板の用意
　東芝製（４２Ｚ３５００）から視認側の偏光板を剥がし、偏光板を用意した。搭載され
ている光学補償フィルムはＲｅ＝１１９ｎｍ、Ｒｔｈ＝４６ｎｍおよびＲｅ＝０ｎｍ、Ｒ
ｔｈ＝－９１ｎｍであった。
【０２６７】
４．液晶表示装置の作製と評価
（１）液晶表示装置の作製
　液晶としてフッ素系混合液晶であるＪＣ１０４１－ＸＸ（チッソ）、４－ｃｙａｎｏ－
４'－ｐｅｎｔｙｌｂｉｐｈｅｎｙｌ（５ＣＢ）（Ａｌｄｒｉｃｈ）及びカイラル剤とし
てＺＬＩ－４５７２（Ｍｅｒｃｋ）を加熱混合した。各比率は、３７．２／３７．２／５
．６（ｍｏｌ％）とした。さらに、発現するＢＰの回折波長を３８０ｎｍ以下に制御する
ため、（ＪＣ１０４１－ＸＸ／５ＣＢ／ＺＬＩ－４５７２）混合液晶にカイラル剤ＣＢ１
５（Ａｌｄｒｉｃｈ）を導入した。比率は、２０（ｍｏｌ％）とした。その混合液中に高
分子ネットワークを形成させるための光重合性モノマーとして一官能性の２－ｅｔｈｙｌ
ｈｅｘｙｌ ａｃｒｙｌａｔｅ （ＥＨＡ） （Ａｌｄｒｉｃｈ）及び二官能性のＲＭ２５
７ （Ｍｅｒｃｋ）を７対３の割合で混合し加えた。比率は６．５（ｍｏｌ％）とした。
さらに、光重合開始剤として２，２－ｄｉｍｅｔｈｏｘｙｐｈｅｎｙｌａｃｅｔｏｐｈｅ
ｎｏｎｅ（ＤＭＰＡＰ） （Ａｌｄｒｉｃｈ）を加えた。比率は０．３３（ｍｏｌ％）と
した。以上のようにして混合液を調合した。
【０２６８】
　電極間５０μｍの櫛歯型ＩＴＯ電極（ＩＴＯ電極抵抗値：１００Ω）を形成した厚み１
．１ｍｍのガラス基板（Ｅ．Ｈ．Ｃ． Ｃｏ．，Ｌｔｄ．）と、電極を形成していない厚
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サを介し２５μｍとした。上記混合液を等方相の状態で、このガラスセル中に毛管現象を
利用して注入した。調製した混合液において発現した液晶相は、高温側からＢＰＩＩ、Ｂ
ＰＩ及びカイラルネマチック相であった。
【０２６９】
　次に、光重合により高分子安定化ＢＰを調製した。偏光顕微鏡観察で観測されたＢＰ／
Ｎ＊相転移温度から２Ｋ高温側で紫外光を照射した。照射様式は、ガラスセルの温度を複
合系がＢＰＩを発現する温度領域で一定に保持し、照射強度１．５ｍＷｃｍ-2（３６５ｎ
ｍ）の紫外光を照射することで高分子安定化ブルー相（ＰＳＢ相）を調製した。
　調製したＰＳＢ相の電界印加前後における偏光顕微鏡観察像を観察した。観察は２９３
Ｋで行った。白状態の印加電界として、周波数１００ｋＨｚ、４．９Ｖμｍ-1の正弦波交
流電界を用いた。黒状態の電界無印加時、入射光の偏光状態は光学的に等方性である高分
子安定化ＢＰを通過後も変化しないため偏光顕微鏡像は暗視野となった。電界印加後（ｂ
）、電極間のＰＳＢ相にレターデーションンが誘起されたことを示す透過光量の著しい増
大が観測され、液晶表示装置として光スイッチングされていることが確認できた。以上の
ようにしてＰＳＢ相液晶表示素子を作製した。
【０２７０】
　図１又は図２と同一の構成の実施例及び比較例のＰＳＢ相液晶表示装置をそれぞれ作製
した。具体的には、図１中の偏光板ＰＯＬ１及びＰＯＬ２として、上記で作製した偏光板
のいずれかをそれぞれ配置した。使用した。実施例及び比較例のそれぞれに使用した各部
材の特性等について、以下の表にまとめる。
【０２７１】
（３）液晶表示装置の評価
・正面コントラスト評価
　作製した各液晶表示装置を黒表示及び白表示させて、正面方向（表示面に対して法線方
向）の透過率をそれぞれ測定し、正面コントラスト比（白表示の透過率／黒表示の透過率
）を算出した。結果を下記表に示す。
【０２７２】
・視野角コントラストの評価
　作製した各液晶表示装置を黒表示及び白表示させて、表示面の法線方向から極角６０°
方向における白表示時及び黒表示時の輝度比（コントラスト）を、色彩輝度計（（株）ト
プコン製ＢＭ－５）を用いてそれぞれ測定し、極角６０度方向で方位角方向を０～３６０
°、１５°刻みで変化させた平均値を算出し、視野角コントラストを算出した。結果を下
記表に示す。
【０２７３】
・カラーシフトの評価
　作製した各液晶表示装置を黒表示させて、表示面の法線方向から極角６０°方向におけ
る色味を、色彩輝度計（（株）トプコン製ＢＭ－５）を用いて測定し、黒色味変化量ΔＥ
を算出した。なお、黒色味変化量ΔＥは、Ｌｕｖ表色系での色差であり、法線方向からの
極角６０°方向で方位角方向を０～３６０°、１５°刻みで変化させたときにそれぞれ算
出される色差の平均値と定義した。
【０２７４】
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【表３】

【０２７５】
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【表４】

【０２７６】
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【表５】

【０２７７】
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【表６】

【０２７８】
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【表７】

【０２７９】
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【表８】

【０２８０】
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【表９】

【０２８１】
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【表１０】

【０２８２】
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　上記表に示す結果から、所定の光学特性を満足するポリマーフィルムを含む第１位相差
領域と、ディスコティック液晶を垂直配向状態に固定してなる位相差層を含む第２位相差
領域とを、互いの遅相軸を直交にして積層した光学補償フィルムを利用した、実施例の液
晶表示装置は、いずれも視野角ＣＲが高く、さらに互いの遅相軸を平行にして積層した以
外は同一の構成の光学補償フィルムを利用した、比較例の液晶表示装置と比較して、正面
コントラストが改善されていることが理解できる。特に、光学補償フィルム全体としての
Ｒｔｈの絶対値が所定の範囲である実施例や、第２偏光膜の液晶セル側保護フィルムが所
定の光学特性を満足するポリマーフィルムである実施例は、高い正面コントラストを示す
のみならず、視野角コントラスト、カラーシフトの観点で、総合的に優れた表示特性を示
したことが理解できる。
　また、ディスコティック液晶化合物の垂直配向状態を固定した位相差層からなる第２位
相差領域を、液晶セル側に配置した実施例のほうが、ディスコティック液晶化合物の垂直
配向状態を固定した位相差層からなる第２位相差領域を偏光膜側に配置した実施例と比較
して、正面コントラストが改善され、総合的に優れた表示特性を示したことが理解できる
。
【０２８３】
５．薄膜用のポリマーフィルムを用いた場合の実施例
　下記に示す組成をそれぞれ有するドープＰ１０及びドープＴ３０をそれぞれ調製した。
ドープＰ１０の組成：
　市販の三菱レイヨン（株）製ダイヤナールＢＲ８８　　　１００．０質量部
　添加剤ＡＡ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８質量部
　添加剤ＡＡ２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８質量部
　添加剤ＵＵ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量部
ドープＴ３０の組成：
セルロースアシレート（置換度２．４２）　　　　　　　　１００．０質量部
添加剤ＡＡ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．８質量部
添加剤ＡＡ２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８質量部
添加剤ＵＵ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０質量部
【０２８４】
　添加剤ＡＡ１は、下記式で表される化合物である。下記構造式中、Ｒはベンゾイル基を
表し、平均置換度が５～７のものを使用した。
【０２８５】
【化４６】

【０２８６】
　添加剤ＡＡ２は、下記式で表される化合物である。Ｒ9のそれぞれの構造式と置換度は
以下に示す。
【０２８７】
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【化４７】

【０２８８】
　添加剤ＵＵ１は、下記式で表される化合物である。
【０２８９】
【化４８】

【０２９０】
　ドープＰ１０及びドープＴ３０を用いて、溶液流延法により、積層フィルムを作製した
。具体的には、３層共流延が可能な流延ギーサーを通して、金属支持体上に上記２種のド
ープを流延した。このとき、金属支持体面側から、下側層（Ｔ３０）、中間層（Ｐ１０）
及び上側層（Ｔ３０）の順で流延した。各層の粘度は、共流延が可能なように各ドープの
組合せに応じて適宜、固形分濃度で調整し、均一流延が可能な状態になるように設定した
。金属支持体上にある間、ドープを４０℃の乾燥風により乾燥してフィルムを形成した後
に剥ぎ取り、フィルム両端をピンで固定し、その間を同一の間隔で保ちつつ１０５℃の乾
燥風で５分間乾燥した。ピンを外した後、さらに１３０℃で２０分間乾燥し、積層フィル
ムの状態で巻き取った。
　その後、この３層の積層フィルムを剥離した。下側層のフィルムは、上記で製造したポ
リマーフィルム２の光学性能と同等（Ｒｅ＝１.０ｎｍ、Ｒｔｈ＝３５ｎｍ）であり、フ
ィルム膜厚は２０μｍであった。この様にして、薄膜のポリマーフィルムを安定的に作製
できた。
【０２９１】
　ポリマーフィルム２を用いた各実施例について、この薄膜のフィルムを、ポリマーフィ
ルム２の替わりに配置して、同一の構成の液晶表示装置をそれぞれ製造した。これらの液
晶表示装置について、上記と同様に評価したところ、ポリマーフィルム２を配置した実施
例それぞれと同様に良好な評価結果が得られた。
【符号の説明】
【０２９２】
１０　電界の印加により光学的等方性から光学的異方性、または光学的異方性から光学的
等方性に変化する媒質からなる層
１２、１４　基板
１６　第１偏光膜
１８　第２偏光膜
２０　第１位相差領域
２２　第２位相差領域
２４　保護フィルム
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种具有改进的正面对比度的液晶显示装置以及改
善的视角对比度。溶剂：液晶显示装置包括第一偏振膜（16），光学补
偿膜（F）包括第一延迟区域（20）和第二延迟区域（22），第一基板
（12），层（10），其包括从光学各向同性变为光学各向异性或从光学
各向异性到光学各向同性的介质，通过应用电场和第二基板（14）依次
排列。第一延迟区域和第二延迟区域的慢轴彼此正交，第一延迟区域具
有20nm或更小的Re（550）并且具有20nm至120nm的Rth（550），并
且第二延迟区域包括延迟层，该延迟层包含以对准状态固定的盘状液晶
化合物。
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